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　国連インターネットガバナンス・フォーラム2024年会合は
“Building our Multistakeholder Digital Future”をテーマ
に、2024年12月15日から同19日まで、サウジアラビア首都
リヤドのKing Abdulaziz International Conference Center

（KAICC）において開催された。世界140以上の国から、
オンラインも含めて11,000人以上が参加し、300以上のセッ
ションが開催されたと報告されている。我が国からも政府
からは総務省・今川総務審議官を筆頭に代表団を送ってお
り、また、産業界・学術界・テックコミュニティ・市民社会
からも活発な参加があった。今回会合は2023年10月のIGF
京都会合に続くものであり、地元開催を経て我が国のIGF
コミュニティが一層活発化したことは大変喜ばしいことであ
る。以下で、このIGF2024＠サウジの様子を紹介する。

1．オープニングセレモニー
　今回、ホスト国がサウジアラビアになったということで、
2023年のホスト国決定時からいろいろ政治的なことも含め
て懸念を持つ関係者がいたようだが、会合が開催されてみ
るとそのような不安を吹き飛ばすような、オープンで自由な
雰囲気の中、マルチステークホルダーによる活発な議論が
行われた。
　中でも特に注目を集めたのはメイン会場において開催さ
れたオープニングセレモニーでの、アルサワーハ通信IT大
臣のTEDばりのスピーチであった。広いステージに設置さ
れた弧を描く曲面の巨大スクリーンの前で、ハンドフリーの
マイクにより、身振り手振りを交えてスピーチを繰り広げる

様子は欧米のビジネスマンさながらのパフォーマンスであり、
聴衆を圧倒する迫力だった。スピーチの内容もAIやデータ
エコノミーのグローバルな進展の描写とともに深刻化する
デジタルディバイドにも焦点を当て、サウジアラビアはIGF
の開催を通じて国際的な課題解決に貢献する、という決意を
前面に押し出す内容であった。SDGsの推進、包摂的なデジ
タルエコノミー、ジェンダーディバイドの解消など、グローバ
ルな価値に寄り添った基本的な論調と、自国のリードするデジ
タル協力機構（DCO：Digital Cooperation Organization）
のような、地域における独自の取組みをアピールするスピー
チは、グローバルなデジタル経済の一員としてのコミットメ
ントとともに、この分野での地域のリーダーを標榜するとい
う決意が明確に打ち出されていたと感じた人も多かったと
思われる。
　このほかにオープニングセレモニーでは、国連のグテーレス
事務総長がビデオメッセージにより、デジタル技術の有す
る大きな可能性を活用するには、ガードレールとガバナンス
への協力的なアプローチが必要になると述べた。2024年に
合意したGlobal Digital Compact（GDC）がIGFをインター
ネットガバナンスの議論のための主要なマルチステークホル
ダー・プラットフォームとして認めたことを紹介し、GDCの
実施の中でIGFの果たす役割の重要性に触れた。
　また、Li事務次長は会場で登壇し、IGFがサイバーセキュ
リティ、環境持続性、AIガバナンス、人権、ジェンダーディ
バイド、レジリエントなデジタルインフラといった重要課題
に取り組んでいることに触れて、IGFの重要性を強調すると
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■図1．オープニングセレモニーのアルサワーハ大臣のスピーチとメインセッションの今川総務審議官
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ともに、国連として各国及び地域のIGF（NRI：National 
and Regional IGF）の活動を支援し、それを通じて、IGF
が生む勧告や行動がSDGsアジェンダの実現に貢献していく
よう働きかけると表明した。
　国際電気通信連合（ITU）のBogdan-Martin事務総局
長は世界の通信インフラがかつてないほど重要なものとなっ
ている一方で、サイバー攻撃は毎年80％の割合で増加して
おり、自然災害がインフラに与える影響も大きくなっているこ
とに触れ、インフラの冗長性やセキュリティ、堅牢性に取り
組む必要が高まっており、IGFの役割も増していると話した。
　オープニングセレモニーの最後には次のホスト国になった
ノルウェーのDigitalization and Public Governance省の
State SecretaryであるMicaelsen氏が登壇し、2025年の
WSIS+20レビューに向け、IGFがインターネットに関するマ
ルチステークホルダーによる対話とオープンで包摂的な議
論の場であり、インターネットが未来に向けたイノベーション
の場であり続けるための政策を議論する場としてWSIS+20
以降も存続するべき、という見解を示した。2025年のIGF
ホスト国としてすべてのステークホルダーにノルウェーの
IGFへの参加を呼び掛けてスピーチを終了した。
　このように今川総務審議官は日本を代表して、オープニン
グセレモニーに参加したほか、デイゼロ及びデイワンにおい
ては、ハイレベルセッションやメインセッションに参加した。

2．メインセッション「Global Access, 
Global Progress：Managing the 
Challenges of Global Digital Adoption」

日時　　2024年12月16日 10：30−12：30 @Plenary Hall

主催者　International Chamber of Commerce（ICC）

　開会式直後に行われたメインセッションでは、グローバ
ルな接続性とデジタルディバイドの問題に焦点を当てた議
論が行われた。今川総務審議官は、現在でも世界で26億
人がインターネットに接続できないまま取り残されている状
況を踏まえて、今後、デジタルの恩恵を誰もが包摂的に享
受できるよう、国際協力を加速させる必要があることを指
摘した。
　特に2024年の国連総会ハイレベルウィークの中で合意さ
れたGDCでは「普遍的で意味のある接続性（universal and 
meaningful connectivity）」の実現を優先課題に掲げてお
り、そのためには規制と競争の適切な組合せが重要である
こと、地理的、社会的その他の様 な々条件を踏まえて、光ファ
イバー、モバイル、高高度プラットフォーム（HAPS）や衛

星などの複層的なネットワークを構築していくべきであるこ
と、これらの努力をマルチステークホルダーで推進していく
ことが重要であること、などを強調し、それに向けて既存
のIGFやITUによるデジタルディバイド解消の取組み等を継
続する必要がある、として協力を呼び掛けた。

■セッション登壇者

今川総務審議官 総務省

Gbenga Sesan氏 Executive Director, Paradigm Initiative（PIN）

Thelma Quaye氏 Director of Digital Infrastructure, Skills and 
Empowerment, Smart Africa

Sally Wentworth氏 President and Chief Executive Officer, the 
Internet Society（ISOC）

Alaa Abdulaal氏 Chief of Digital Economy Foresight, DCO

José Renato Laranjeira 
de Pereira氏

Co-Founder of the Laboratory of Public 
Policy and Internet-LAPIN and a Researcher 
at the University of Bonn’s Sustainable AI 
Lab

Shivnath Thukral氏 Vice President, Public Policy India, Meta

Tami Bhaumik氏 Civility and Partnerships, Roblox, Chair-
person of the Board, Family Online Safety 
Institute

　セッションの参加者は、世界で意味ある接続性が実現さ
れていない地域において、ユニバーサルサービス・ファンド
や官民パートナーシップなどの革新的なファイナンスを通じ
て、持続可能でaffordableなインフラを整備するとともに、
リテラシーやスキルの向上が重要である、という認識で一
致した。また、こうした取組みを進めるためにも、政策立
案者がマルチステークホルダーによる議論と政策形成を進
める必要性が強調された。

3．ハイレベルセッション「From Summit 
of the Future to WSIS+20」  　

日時　　2024年12月16日 16：15−17：15 ＠Plenary Hall

主催者　IGF事務局

　同じくデイワンに行われたハイレベルセッションにおいて
は、今川総務審議官は日本がインターネットガバナンスの議
論に関してマルチステークホルダー・アプローチを強く支持
しており、2025年のWSIS+20レビューにおいて、IGFの延
長は不可欠であると考えていることを強く打ち出した。また、
GDCの合意内容を高く評価しつつ、その実現について、
政府のトップダウンではなく、マルチステークホルダーによ
る取組みによることが重要であること、その上でIGFをは
じめとする既存の取組みを活用し、重複を作り出すことな
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く、効率的に実施することが重要であることを強調した。
　特に昨年のGDCの交渉の中では、各ステークホルダー
が議論に参加し意見を述べるための十分な時間と機会が
設けられなかったことへの批判が多かったことも踏まえ、
マルチステークホルダー方式の実践のためには、先進国の
みならず途上国の関係者の意味ある参画が必要である旨を
述べ、マルチステークホルダー主義のシンボルであるIGFや
WSISの取組みの重要性を再確認する発言をした。

■セッション登壇者

今川総務審議官 総務省

Mohammed Saud Al-
Tamimi氏

サウジアラビア 王国通信・宇宙・技術委員会
総裁

Junhua Li氏 国連事務次長（DESA担当）

Nthati Moorosi氏 Lesotho（レソト）情報通信・科学技術・イノ
ベーション大臣

Sally Wentworth氏 President and Chief Executive Officer, ISOC

Sherzod Shermatov氏 ウズベキスタン 情報技術通信開発大臣

Stefan Schnorr氏 ドイツ 連邦デジタル・運輸省

Jennifer Bachus氏 米国 サイバー空間・デジタル政策局次官補

Torgeir Micaelsen氏 ノルウェー デジタル化・公共ガバナンス担当国
務長官

Paul Gaskell氏 英国デジタル・トレード　インターネット・ガバ
ナンス　デジタル・スタンダード担当副局長

　セッションでは、WSISのプロセスがこれまでに大きな成
果を上げてきたことを評価する一方で、世界にはまだ様々
なデジタルディバイドが残っており、今後もインフラ整備の
向上や各種のデジタルディバイドの解消、リテラシーやスキ
ルの向上に取り組む必要性が指摘された。また、これらの
伝統的な分野のほかに、環境持続性への取組みや、AIや
データのグローバルなガバナンスなど、新たな課題への対
応の重要性を指摘する声も上がった。登壇者は特に、未来

サミットで合意されたGDCをWSISプロセスに整合させてい
く必要性について一致した。

4．総務省主催セッション
　また、IGF2024でも総務省は2つのオープンフォーラムの
セッションを開催した。

4.1　オープンフォーラム・セッション「Review of IGF2023 

Kyoto and road for WSIS+20」

日時　　2024年12月15日 10：45−11：45 

　　　　@Workshop Room 7

主催者　総務省

　総務省の主催した本セッションでは、飯田情報通信国際
戦略特別交渉官から、IGFを巡る国際的な議論の状況と
日本が2023年にIGF京都をホストした目的、そして2024年の
GDCにおけるインターネットガバナンスとIGFを巡る議論の
状況や2025年のWSIS+20レビューに向けた日本の考え方を
説明した後に、これまでのIGFの成果を基礎にして、いか
にGDCのフォローアップやWSIS+20レビューの議論に対処
するかの議論が行われた。

■セッション登壇者

Melanie Kaplan氏 Department of State of U.S. Government, 
active in Internet governance

Gitanjali Sah氏 Strategy and Policy Coordinator, ITU

Timea Suto氏 Global Policy Lead, International Chamber 
of Commerce

Yuliya Morenets氏 Founder, the Youth IGF Global　
＊オンラインで参加

　このセッションではパネリストは、IGFがこれまでにマル
チステークホルダー・アプローチを定着させることに貢献し
てきたこと、政府、ビジネス、学術界、テックコミュニティ、
市民社会のほかに、若者や女性といった新たなコミュニティ
を包摂してきたことを賞賛する一方で、現在、様々な要因
からグローバルな多国間システムへの信頼が揺らいでおり、
ステークホルダー間の一層の協力が必要となっていること、
GDCのフォローアップやWSIS+20レビューの中で、IGFが
引き続きマルチステークホルダーのフォーラムとして機能強化
していく必要があること、そのためには資金調達や組織と
しての安定性の強化が必要であること、などが指摘された。
　また、会場からの質問なども交えて、登壇者は今後もIGF
がマルチステークホルダーのプラットフォームとして包摂的■図2．ハイレベルセッションのステージ
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に機能し続けることの重要性を強調するとともに、GDC交
渉のプロセスからの学びとして、各ステークホルダーが真に
意味のある形で議論に参画できることをいかに担保してい
くかが重要であること、また、デジタルディバイドの解消の
ほかに、オンライン安全性や、サイバーセキュリティのスキ
ルの向上などマルチステークホルダーで取り組むべき課題
が拡大しており、IGFの役割が一層重要になる点でも一致
をみた。

4.2　オープンフォーラム・セッション「High-level review 

of AI gov ernance from Inter-governmental 

Perspectives」

日時　　2024年12月16日 13：00−14：00 

　　　　@ Workshop Room 9

主催者　総務省

　このセッションでは飯田特別交渉官がモデレータを務め
て、現在のAIの技術の進展の速さや社会へのインパクトを
考慮した上で、グローバルなAIガバナンスの状況や、今後
の展望、そしてアフリカなど発展途上地域の視点での包摂
性の重要性などが議論された。特に生成AIなど先進的な
AIの開発・普及が進むことに伴って、人権、プライバシー
や著作権等の知財の保護あるいはAIの利用における透明
性の問題などの課題が認識されている中で、どのようにリ
スクを抑制しながらイノベーションを推進し、技術の恩恵
を最大化していくかという観点からのガバナンスの在り方、
さらにはAIの開発・普及が一部の国・地域に偏在する中で、
いかに包摂的なAI社会を作っていくか、という課題が議論
された。
　セッションの中ではQuaye氏やSyanseke氏から、アフリ

カの視点でのコメントがあり、アフリカでは独自のデータが
不足していたり、AIへの投資が不十分なためAIインフラが
不足しているという指摘があるとともに、AIを「水」に例え、
恩恵とリスクを兼ね備えており、適切な管理が必要だと主張
した。
　OECDのPlonk氏やMetaのClaybaugh氏はガバナンスに
おけるアプローチ間の相互運用性が重要である点を指摘し、
現在、乱立気味のガバナンスの枠組みを統合していくこと
の重要性を強調した。ガバナンスの議論が若者を含むマル
チステークホルダーで行われることの必要性で一致する一
方で、ガバナンスの枠組みを策定すること以上に実施する
ことに難しさがある点が指摘されるとともに、広島AIプロ
セスの行動規範が報告枠組みを通じて実施のメカニズムを
提供しようとしている取組みの現状が紹介された。

5．おわりに
　2023年の京都IGFの後を継いだ形で開催されたサウジア
ラビアのIGFだが、京都の盛り上がりの余韻を感じさせる
出来事がいくつもあった。
　IGF事務局のメンバーや他国の代表の人たちから、何度
も「去年はありがとう」「京都会合は素晴らしかった」と声
を掛けられ、事務局の人たちは「たくさんの人が京都会合
の思い出を語っている」と教えてくれた。
　3日目の日、昼食会場のテントに向かって歩いていると見
慣れたバッグが・・良く見れば前年、京都会合で配ったコン
グレスバッグを肩から掛けて歩く欧州の女性であった。声
を掛けると「今まで配られたバッグの中でこれが一番好き」
との返事。こんなところでも京都の面影が息づいていた。
　当時、IGF史上最高の会合だったと言われた京都会合だ
が、その足跡はいつまでも消えることなく語り継がれる、
そんな夢もあながち絵空事ではないと思わせる出来事がい
くつもあり、議論の進捗を確かめながらも、前年の思い出
に浸ることのできる会合でもあった。

■セッション登壇者

Levy Syanseke氏 Zambia Youth IGF

Henri Verdier氏 Ambassador for Digital Affairs, France

Melinda Claybaugh氏 Director of Privacy Policy, Meta

Thelma Quaye氏 Director of Infrastructure, Skills and Empower-
ment Smart Africa

Audrey Plonk氏 Deputy Director, STI, OECD　
＊オンライン参加

■図3．オープンフォーラム・セッションの様子
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　第19回インターネットガバナンスフォーラム（IGF 2024）
は2024年12月15日（Day 0）から19日（Day 4）にかけて、
サウジアラビアの首都リヤド及びリモートにて開催された＊1。
本稿では、民間から参加した者の視点から見た内容を紹介
したい。なお、IGFとは何かについては、ITUジャーナル
Vol. 54 No.4（2024年4月号）＊2の拙稿をご覧いただきたい。

1．参加状況
◦参加登録者数：11,749名（国連加盟国の75%より参加）
◦参加者数：10,143名（内訳は政府48%、政府間組織

7%、市民社会11%、民間セクター 25%、技術コミュニ
ティ7%、記者団、報道機関1%、児童1%となっている）

◦現地参加者数：7,343名（144か国より）
◦遠隔参加者数：2,800名以上

　京都で開催されたIGF 2023に比べると、政府からの参
加者が32%増えたのに対し、市民社会は13%減、民間セク
ターは12%減、技術コミュニティは7%減などとなっている。

2．テーマ
　全体テーマは公募された案から選定され、Building our 

multistakeholder digital future（マルチステークホルダー
によるデジタルの未来の構築）となった。サブテーマは以
下のとおりである。

◦デジタル時代における人権と包摂の推進
◦平和、開発、持続可能性へのデジタルの貢献を強化
◦デジタル空間におけるイノベーションの活用とリスクの

バランス
◦我々が望むインターネットのためのデジタルガバナンス

の改善

3．主な内容
　セッション数は全部で307であった。2023年と同様、ワー
クショップなどは公募されたものの中から選定された。

3.1　開会式

　Day 1に開催された開会式でのスピーチ・プレゼンテー
ションの内容の概要のうち、主なものをピックアップした。

アントニオ・グテーレス 国連事務総長

　デジタル技術の可能性をすべての人々のために開放する

＊1　https://www.intgovforum.org/en/dashboard/igf-2024
＊2　https://www.ituaj.jp/?itujournal=2024_04

民間からの参加

一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター 山
やまさき

崎　信
しん

　

■図1．メインセッション等の会場
CC BY-NC-SA https://creativecommons.org/licenses/by-nc-sa/2.0/jp/

https://flic.kr/p/2qAK5i8

■図2．ワークショップ等の会場
CC BY-NC-SA https://creativecommons.org/licenses/by-nc-sa/2.0/jp/

https://flic.kr/p/2qBvFpQ

写真提供： IGF-Internet Governance Forum



ITUジャーナル　Vol. 55　No. 4（2025. 4）8

には、ガバナンスに対するガードレールと協調的なアプロー
チが必要である。グローバル・デジタル・コンパクト（GDC）を
実施するにあたり、IGFの活動と意見は極めて重要となる。

アブドゥラ・アルスワハ 通信・情報技術大臣（サウジアラ

ビア）

　今や、デジタル格差はグローバル・ノースやグローバル・
サウスといった問題ではなく、私たち全員の問題であり、
10人中8人が取り残されてしまうからこそ、この格差は私た
ち全員に関係する。もし過去に多国間主義やマルチステー
クホルダー主義を実現できなかったのであれば、このIGF
では合意に達する必要がある。そして、アルゴリズムの格差、
データやコンピューティングの格差に再び取り組む必要があ
り、自分たちが有益で正直で無害であることを確認するた
めのアルゴリズムを私達は必要としている。また、AIやデー
タサイエンティストが、私たちを排除するためのガードレー
ルを挿入し、ハードコーディングしていないことを確認する
必要がある。

ドリーン・ボグダン＝マーティン ITU事務総局長

　デジタルインフラは、これまで以上に多くの人々が接続す
る上で不可欠な存在となっているが、課題は増大し続けて
おり、2023年には、世界中で200本以上の海底ケーブルが
損傷したと報告されている。また、サイバー攻撃は前年比
で80%増加している。
　気候危機が悪化する中、自然や自然災害が物理的インフ
ラに与える影響はますます大きくなっている。 だからこそ、
カバレッジ、冗長性、セキュリティ（物理的及びサイバーセキュ
リティ）、堅牢性という観点から、レジリエンス（復元力）
の問題に取り組む必要がある。 来年開催される世界情報
社会サミット20周年評価（WSIS+20レビュー）に向けた道
のりの重要な道標として、グローバル・デジタル・コンパク
ト（GDC）が位置付けられる中、我々は今、よりレジリエ
ントで持続可能なデジタル未来の基盤を強化する重要な機
会を得ている。

トルゲイル・ミカエルセン デジタル化・公共ガバナンス省

事務次官（ノルウェー）

　2025年、国連はWSIS+20レビューを実施し、デジタル
の進展を評価し、新たな目標を設定する機会を提供する。
IGFは、インターネットガバナンスに関するマルチステークホ
ルダーの議論の主要な場であり続けるべきである。ノル

ウェーはIGFの強化に貢献し、20周年となるIGF 2025を開
催する。すべての関係者を歓迎し、今後の対話の発展を
共に築いていく。

カーティス・リンドクヴィスト Internet Corporation for 

Assigned Names and Numbers（ICANN）事務総長兼

CEO

　いまだに何十億もの人々がインターネットに接続されてい
ない。オンラインで利用している人々も、依然として、料金、
アクセス、デジタルリテラシーなどの障壁に直面している。
これらを克服するには、革新的なアプローチ、協調的な取
組み、そして包摂性に対する新たなコミットメントが必要で
ある。インターネットが世界的に接続され、安全で強靭で
あり続けるためには、重要なリソースやコンポーネントを保
護・管理する組織を含む技術コミュニティをこうした対話に
含めることが不可欠である。IGFは、こうした課題に共同
で取り組むユニークな機会を提供する。

3.2　ハイレベルリーダーズトラック

　開催国サウジアラビアと国連経済社会局（UN DESA）／
IGF事務局の共催による「IGF 2024ハイレベルリーダーズ
トラック」では、信頼のおけるデジタルの未来、倫理的な
AIガバナンス、デジタルアイデンティティ、WSIS+20、オン
ライン上の児童保護など、一連の重要な問題について、す
べてのステークホルダーグループの専門家やリーダーが議
論を行った。
　このトラックの目的は、政府を含む利害関係者の幅広い
層からリーダーを集め、解決には多様な利害関係者と多分
野にわたる取組みが不可欠な問題について、対話と知識の
交換を行うことであった。
　ハイレベルリーダーズトラックのセッションは、以下のテー
マで開催された。

◦誤情報の迷路を抜け出す：信頼されるデジタル未来の
ための戦略的協力

◦インターネット取引を保護するためのデジタルID認証の
拡張

◦AIにおける透明性と説明可能性の探究：倫理上の要請
◦未来サミットからWSIS+20へ
◦デジタル世界における子供の権利の保護

3.3　ユーストラック

　IGF 2024ユーストラックでは、AIガバナンスをテーマに、

特　集　  IGF 2024報告
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4つの能力開発ワークショップとグローバルユースサミットが
開催された。ワークショップはリトアニア、チリ、エチオピア、
台湾で実施され、責任あるAIの活用、人権への影響、ガ
バナンスの構築について議論された。グローバルユースサ
ミットは12月15日にリヤドで開催され、若者と専門家の間で
意見が交わされた。
　若者からパブリックに向けた主なメッセージは以下のと
おり。

◦AIを活用し、教育者の業務負担を軽減しつつ、学生
主体の学習を促進

◦デジタル格差を解消し、すべての人がAIツールを利用
できる環境を整備

◦透明性と公平性を確保する倫理的なAIフレームワーク
の導入

◦若者がAI開発に関与し、未来に適した技術を創出
◦個別最適化された学習支援、多言語対応、堅牢なデ

ジタルインフラへの投資
◦強固なデータプライバシー保護と国際協力による教育

分野でのAI活用の促進

3.4　議員トラック

　リヤドでのIGF 2024では、35か国以上から90名以上の
議員が参加し、グローバル・デジタル・コンパクト（GDC）
やWSIS+20レビューを含むデジタル協力について意見を交
換した。IGF 2024の成果文書では以下が提言された。

◦デジタル政策協力の強化（国家・地域・国際レベルで
の連携）

◦AIガバナンスの向上、倫理基準の策定、議会間協力
の推進

◦マルチステークホルダー対話の促進（IGFへの積極的
な参加）

◦若者・ジェンダー包摂を推進し、デジタル政策への関
与を拡大

◦議員の能力開発を支援し、デジタルリテラシーを向上
◦国連機関やIGFとの継続的な関与を強化し、国際的な

協力を促進

3.5　メインセッション

AIガバナンスに関する全体会議「私たちが求めるAIガバナ

ンス」概要

　Day 2に開催された、IGF 2024における全体会議「私た
ちが求めるAIガバナンス」では、AIの責任・相互運用性・

持続可能性・労働政策に関する重要な課題と政策提言が
議論された。本セッションは、IGF 2022で設立された「AI
に関する政策ネットワーク（PNAI）」が先導し、特にグロー
バル・サウスにおけるAIガバナンスの課題に焦点を当てた。
主要な論点として、まずAIガバナンスの課題と目的として、
グローバルなガバナンス枠組みが必要であり、規制の断片
化や抜け穴を防ぐことが求められること、AIは平和と安全
保障にも影響を及ぼしているため、国際協力の強化が不可
欠であることが挙げられた。次いで、AIガバナンスの重要
課題と題して、責任とアカウンタビリティ（説明責任）、相互
運用性と規制の調整、持続可能性と環境への影響、労働
とAIの影響についてそれぞれ議論された。その次に、AI
ガバナンスの推奨策が議論され、次の対策が挙げられた。

◦AIガバナンスの目的を明確化し、安全で信頼できる
AIを促進

◦グローバルなAIガバナンス枠組みを構築し、既存の電
力・インターネット規制の成功例を参考にする

◦透明性と説明責任を強化し、AIの意思決定プロセス
を明確化

◦国際協力を推進し、相互運用性の確保と政策の調和
を図る

◦倫理的なAIのイノベーションを奨励し、社会・経済の
利益を最大化

　結論は、AIガバナンスは「事後対応」ではなく「事前対
応」が必要であり、責任・規制・持続可能性・労働政策に
関する包括的な取組みが求められることと、グローバルな
AI条約の実現は難しいが、国際協力と共通の政策枠組み
が不可欠であることの2点となった。

メインセッション1：グローバルアクセスと進歩―デジタル

の普及の課題管理

　Day 1に開催された本セッションでは、デジタル接続の重
要性と、世界的なデジタル包摂を達成する上での課題につ
いて議論された。特に、インターネットへの有意義なアクセ
ス、コスト、スキル開発、政府と民間セクターの協力の必
要性が強調された。
　主要な点として、接続の重要性（接続は単なる利便性で
はなく、教育、医療、経済機会に不可欠）、課題として遠
隔地や農村地域でのインフラ不足、デジタルリテラシーの
不足により、インターネットを有効活用できない人が多いこ
となどが挙げられた。これらへの解決策と戦略としては、
政府がインフラ開発のための政策や補助金を提供すべき、
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コミュニティ主導のネットワークや地域オーナーシップモデ
ルが持続可能なアクセスを確保すべき、などが提案された。
セッションの最後には、「デジタルアクセスはグローバルな
優先事項であり、各セクターの協力がデジタル普及の課題
を克服する鍵である」との強いメッセージが発せられた。

メインセッション2：危機や紛争時におけるインターネット

基盤の保護とアクセス維持

　Day 2に開催された本メインセッションでは、危機や紛
争、自然災害時におけるインターネット基盤の保護につい
て議論が行われた。特に、インターネットの遮断が市民に
与える影響、接続を確保するための法的・規範的枠組み、
そして今後の対策について議論された。
　主要な点として、インターネット遮断の影響、規範的・法
的枠組み、民間企業・技術コミュニティの対応、課題と今
後の対応について主に議論された。例えば、インターネット
遮断については、政府や武装勢力が情報統制や人道支援
の妨害を目的として意図的にインターネットを遮断する事例
が増加していることが報告された。
　課題と今後の対応としては、インターネット遮断を違法行
為として社会的に非難（スティグマ化）し、制裁措置を講
じるべきとの提案があった。また、IGFコミュニティは、
WSIS+20の機会を活かし、インターネット接続の保護を国
際的な課題として推進する必要があること、国連主導の迅
速対応メカニズム（例：海底ケーブル修復支援）の創設が
提案された。

プレナリー（本会議）：私たちが望むインターネット

　Day 3に開催された本セッションでは、将来のインターネッ
トのあり方について議論が行われ、アクセスの公平性、安
全性、開放性、人権尊重の重要性が強調された。主なテー
マと議論は次のとおり。

1．インターネットは動的で進化し続けるシステム：インター
ネットは静的なものではなく、継続的な管理と技術革
新が必要であり、 IGFは、インターネットを観察し、
そのすべての次元においてインターネットが何を持つ
かを見るための継続的なプロセスとして不可欠

2．「私たちが望むインターネット」の5つの柱
◦統一され、開かれたインターネット：政府による不必

要な制限をなくし、すべての人がアクセスできる環境
を整える

◦普遍的で包摂的なインターネット：2030年までに約

25億人の未接続人口をオンラインにするための取組
みを強化

◦自由で信頼できるインターネット：国境を超えたデー
タ流通を促進し、プライバシーと人権を守る

◦安全でセキュアなインターネット：サイバーセキュリティ
の強化、子供たちの保護、オンライン上のハラスメン
トや犯罪への対策

◦人権を尊重するインターネット：インターネット遮断の
防止、オンライン上の自由とプライバシーの確保

3．課題とステークホルダーの役割
◦政府と企業の連携強化により、安価で公平なインター

ネットサービスの提供を目指す
◦技術コミュニティは、人権を考慮した技術開発を推進

する必要がある
◦マルチステークホルダーによる協力により、効果的な

ガバナンスモデルを構築
4．IGFの未来とWSIS+20
◦WSIS+20レビューはIGFを強化し、その持続可能性

を確保する機会として重要
◦IGFの制度化と安定的な資金確保の必要性が強調さ

れた
◦IGFの認知度、アクセス性、影響力を向上させるため

の具体的な提案がなされた
5．コミュニティからのフィードバックと今後の方針
◦IGFは自由な対話と知識共有の場として重要
◦IGFをGDCの議論の場として活用すべき
◦IGFでの議論を政策決定に反映させるため、より詳

細な報告や記録の強化が必要
　本セッションでは、包括的で安全かつ人権を尊重するイ
ンターネットを実現するための具体的な行動が求められた。
IGFを活用し、より効果的な国際協力と政策立案を進める
ことが今後の課題となると思われる。

4．考察
　2025年に予定されている「世界情報社会サミット（WSIS）
から20年後の見直し（WSIS+20）」は、IGF 2024の議論
において大きな存在感を示し、WSIS+20が今後10年間の
世界的なデジタルガバナンスと開発の方向性を定める上で
極めて重要であることが広く参加者に認識された。その中
で注目すべき点は、IGF自体の将来であった。2005年のチュ
ニスアジェンダで開設が定められたIGFの現在のマンデート
は2025年までとなっており、WSIS+20ではその更新につい

特　集　  IGF 2024報告
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て決定しなければならない。
　WSISプロセスから生まれた、「強化された協力」（拡大
協力、協力強化とも呼ばれる）という概念は、インターネッ
ト関連の公共政策について各国政府が協力するための改善
されたメカニズムを表現するために、WSISプロセスから生
まれたものである。IGF 2024では、新しい機関を提案する
のではなく、議論は既存のマルチステークホルダーの枠組
みを強化することに集中していた。IGF自体は既に成功を
収めているので、再構築ではなく、強化すればよいという
意見が多く聞かれた。
　さらに、実用的な強化策の一例として、IGFの慢性的な
予算不足（IGFは国連の通常予算外で運営されている＊3）
を解消するために、安定した多様な資金源を確保すること
が重要であると判断された。これにより、フォーラムの独

立性が確保され（特定の寄付者による過大な影響を防止）、
長期的な取組みが可能になると見込まれる。大手テクノロ
ジープラットフォーム企業は、安定したインターネットから利
益を得ているにもかかわらず、IGFへの資金拠出は最小限
にとどまっているとして、企業としての社会的責任の一環で、
支援を強化するよう促されたようである。
　WSIS+20でのIGFの開催継続の決定は、特に国連加盟
国のリーダーがGDCを通じてIGFの役割を承認しているこ
とを踏まえると、交渉の材料にはせず、単純な技術的ステッ
プであるべきだという点で幅広い合意が得られたと考え
る。したがって、IGF 2024はWSIS+20の交渉者たちに対
し、IGFを存続させ、その存在について議論するのではなく、
その改善（資金調達や成果など）に焦点を当てるべきであ
るというメッセージを送ったことになると考えられる。

＊3　https://www.intgovforum.org/en/content/funding-faqs

国国際際航航海海をを行行うう船船舶舶局局にに必必須須のの書書類類 好好評評発発売売中中！！

New!‐
船船舶舶局局局局名名録録

年年版版
海海岸岸局局局局名名録録

年年版版

New!‐
海海上上移移動動業業務務及及びび

海海上上移移動動衛衛星星業業務務でで使使用用すするる便便覧覧
年年版版

おお問問いい合合わわせせ：：
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1．発表の経緯
　私は、2024年12月にサウジアラビア リヤドで開催された
国連主催のIGF 2024 ライトニングトークで個人プロジェク
トである「武蔵野メディア研究所」について発表した。
　前職 日本ITU協会在職時に、2023年10月、京都で開催
されたIGF 2023に参加し、IGFが個人から国家までの幅
広い参加者により様々なインターネットに関する議論が行わ
れている場であることを実感し強い印象を受けた。
　その後、かねてより参加している「IGF 2023に向けた国
内IGF活動活発化チーム」＊のメーリングリストにて、IGF 
2024でのセッション等の募集を知った際に、私の個人プロ
ジェクトが、発展途上国において役に立ち得るという観点

での発表に意義があるのではと思い応募したところ、採択
され、今回の発表となった。

2．発表内容
　私は、2013年12月より、4Kビデオ、ハイレゾリューショ
ンオーディオ、超高解像度パノラマ写真、全天球写真・ビ
デオなどのいわゆるリッチコンテンツを試行し、自宅と親族
宅に設置したWebサーバー（NAS）と光ファイバー回線

（FTTH）を使って無料で公開している。
　これらは、「固定IPアドレス」を持たず、「ドメイン」も
取得していないので、「DNS」経由でのアクセスはできない
という、「怪しい」言わば「野良サーバー」で、フロントエ
ンドの商用サービスによるWebページからこれらのサー
バーの動作状況をチェックして接続する構成をとっている。
　2台のサーバーは、容量増大のために一定期間でハード
ディスクを交換する、稼働状況監視サービスにより一定時
間ごとに動作状況を確認し異常時にはアラートを通知する
などの保守、運用を行っている。その結果、約11年間の実
績は「片系可用率 99.95%」、「両系可用率 100%」で十分
に実用になっている。

＊　「IGF 2023に向けた国内IGF活動活発化チームについて」　https://japanigf.jp/about/igf-2023igf/

IGF 2024 ライトニングトーク 発表について
―個人プロジェクト「武蔵野メディア研究所」取組みを紹介―

武蔵野メディア研究所
（現：NICT標準化推進室 参事、前：日本ITU協会 専務理事） 田

た

中
なか

　和
かずひこ

彦

■図1．IGF 2024会場前にて

■図3．「武蔵野メディア研究所」トップページ■図2．ライトニングトーク会場前にて
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　これは、大容量のリッチコンテンツのデリバリー、配信を、
多額の投資が必要である大規模なデーターセンターに依ら
ず、低コストのWebサーバー（NAS）と光ファイバー回線

（FTTH）により実現可能であるということである。
　このことは、特に発展途上国において、有効な方法であ
ると思われる。

3．取組みの経緯・背景
　私は、1983年に日本電信電話公社（電電公社（当時））
に入社した。そのころは、光ファイバーが通信線路（媒体）
としての実用化が進められており、私は、お客様宅と電話
局間の「加入者区間」に光ファイバーを導入する仕事に関
わり、光屋外線、光屋内線、光アンダーカーペットケーブ
ル等の仕様化を担当した。
　電電公社（NTT：1985～）は積極的に、光ファイバーケー
ブルの低価格化、施設技術の効率化などに取組み、加入
者区間への光ファイバー（FTTH）導入を進めた。
　私は、海外拠点での勤務やフォーラム系の標準化に関わっ
ていたので海外の通信会社などに、日本での加入者区間へ
の光ファイバー（FTTH）導入についてプレゼンテーション
する機会が多くあった。その際には、先方は口頭では「それ
はすばらしい」というコメントであったが、その目を見ると
明らかに「加入者区間への光ファイバー導入は意味がない」

「ムダな投資をしている」「クレージー」という反応であった。
　ところがある時点から、先方の反応が変わってきた。「加
入者区間への光ファイバー（FTTH）導入は、もしかしたら、
我々の未来なのかもしれない」、「日本の現状は我々の未来
なのかもしれない」、そう感じているようであった。
　また、前職である日本ITU協会在職時には、海外の途上
国からの研修者向けの研修を故国内で行っていたが、研
修者とのやり取りを通じて、日本のFTTHの現状、また、

4Kビデオやハイレゾリューションオーディオなど最新の技
術、機器が一般的に使用可能であることがいかにすばらし
いことであるのかを実感した。
　このような経緯から、私は、FTTHを生かし、手作りのリッ
チコンテンツを配信する取組みを個人的に始め、継続して
いる。

4．JAPAN IGF 2024での発表、質疑
　2024年11月7日に、東京でJAPAN IGF 2024が開催され、
IGF 2024での発表に先立ち、発表させていただいた。
　発表後は、「非常に興味深い、個人的、趣味的な内容と、
言わばキャリアグレードの手法、運用になっている」「世界
的に見ると、日本のようにインターネットが自由な国ばかり
ではない」「そのような国ではこのような個人の自由な情報
発信は課題があるかもしれない」など、この分野の専門家
の皆様から貴重なご意見をいただいた。

5．会場での対応・反応
　会場であるKing Abdul Aziz International Conference 
Centerは、非常に壮大で立派な建物で、「国際会議場」と
いうよりは「宮殿」という雰囲気であった。
　私の発表は2日目（Day 2）で、イベントは、初日の前日

（Day 0）から始まるので、実質3日目の夕方であった。
　会場では、コーヒーブレーク、昼食などの機会に隣り合った
参加者に声を掛けて、私の取組み、発表予定を説明し、手作
りの案内カードを手渡した。多くの方々が「非常に興味深い」

「ぜひ聴きに行くよ」というコメントで反応は上々だと思った。

6．発表模様
　発表当日、会場には「ぜひ聴きに行くよ」と言っていた
皆さんの姿はなく、正直、ガッカリしたが、日本からの参

■図5．アフリカからの参加者と

■図4．Web構成図
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加者の皆様に加え、中米、アフリカ、インドからの参加者
の方々に熱心に聴いていただけた。
　プレゼンテーションの後には、インドからの参加者の方に

「このようなことをしたい」「ローカルコンテンツをコストを掛
けずに発信したいと思っている」「非常に参考になった」な
ど熱いコメントをいただいた。

　その意味で非常に大きな手応えがあったと感じている。

7．今後の予定・取組み
　今回の発表を通じて、「低コストでリッチコンテンツを配信
したい」というニーズ、特に発展途上国において、が分かった。
　今後は、発展途上国で、FM放送局の開設などICT分野
での支援を行っているNPOなどに本件を紹介し、具体的
に、役に立てることに取り組んでいきたいと考えている。

8．謝辞
　今回の発表にあたっては、立石聡明様（日本インターネッ
トプロバイダー協会副会長）、山崎信様（JPNICインターネッ
ト推進部/IGCJ事務局）、加藤幹之様（国際経済連携推進
センター所長）、河内淳子様（国際経済連携推進センター/
MAGメンバー）、上村圭介様（大東文化大学）、小宮山功
一朗様（JPCERT/CC）に、大変お世話になりました。感
謝を申し上げます。

＜コラム　リヤドについて＞

　訪問前には、数年前までは「イスラム教徒以外の外国人は入国できない国」であったので、どのような場所なのだ
ろうかと思っていた。
　滞在中、ほとんどが、ホテルと会場の徒歩での往復だったので、リヤドという街の全体像を理解できてはいないが、
その印象はかなり違ったものであった。
　例えば、女性の社会参加が制限されているのかと思ったが、ヒジャブで顔を覆っている方が多かったが、ホテルの
受付、会場での案内、また、街中ではごく普通に自動車を運転しているなど、全く普通であった。
　近隣では戦争が起きているが、街中はごく普通に平和で、広場などでは、子供たちがやんちゃに歓声を上げて走り回っ
ていた。
　リヤドは、長い歴史と急速な近代化
による新しさを感じる街であったが、夕
方、砂漠独特の真っ赤な夕陽に照らさ
れて、お祈りの時刻を告げるアザーンの
美しい声が街中に響くと、遠い異国に
居ることと、平和の有り難さを身にしみ
て感じた。

　「ライトニング発表模様」「リヤド風景」は発表内容である下記「武蔵野メディア研究所」にて、
「発表スライド」、「風景写真」「風景ビデオ」など、詳しくご覧いただける。

＜武蔵野メディア研究所＞

http://plaza3.dws.ne.jp/~mml/

■図6．インドからの参加者と

■図7．伝統楽器「カーヌーン」演奏模様 ■図8．近代的なビル群
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1．はじめに
　2024年10月、インド・ニューデリーにおいてITU-Tの4年
に一度の総会であるWTSA-24が開催された。TSB局長就
任後、最初のWTSAを迎えることとなったが、私にとって
WTSAは初めての経験でもあった。様々な関係者の協力・
支援があり、成功裏に終えることができたので、その経験
や感想を述べたいと思う。

2．従来のWTSAとの違い
　WTSAとはそもそも何を議論する場かということだが、
ITU-Tの今後の活動の方向性を定める各種決議、標準化
の作業を実際に行うStudy Group（SG）の議長・副議長
の選出などが主なテーマであり、加盟国が中心となって議
論することから参加者はおのずとITU-Tの関係者が中心と
なる。一方で今回のWTSAでは、魅力あるサイドイベント
を多数企画したことで、多くの参加者・ステークホルダー
を集めたイベントととなり、WTSAそのものの価値を高め

ることができた。例えば、85以上の展示・デモを行った
「WTSA EXPO」、AI for Goodの地域シリーズである「AI 
for Good Impact India」、女性のエンパワーメントを促進
する「Network of Women」、若者を対象としたロボットコ
ンペティション「Robotics for Good Youth Challenge」、
アカデミックカンファレンス「Kaleidoscope」など、その数
は20以上にものぼった（図1）。
　また、WTSA会合の前日に開催されたGlobal Standards 
Symposium（GSS）では、各国政府閣僚級や民間企業CEO
らと将来の技術・標準化について議論する「High-Level 
Segment」を初開催し（G20首脳サミットが行われた特別
ルームを使用）、WTSAのオープニングセレモニーにはイン
ド・モディ首相が参加するなど、これまでのWTSA以上に
ハイレベルな参加者が集ったことも特筆すべきポイントだっ
たと思う。
　結果として、登録者数ベースで3,700名以上の参加者（164の
加盟国からの参加）となり、これはWTSAでの過去最高

WTSA-24を終えて

国際電気通信連合（ITU）　電気通信標準化局（TSB） 局長 尾
お

上
のえ

　誠
せいぞう

蔵

ITUホットライン

■図1．豊富な各種サイドイベント
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4．SG再編及び議長・副議長の選出
　今回のWTSAではSG再編も1つの大きなテーマであっ
た。過去数回のWTSAでも議論がなされたとのことだが、
SG構成の見直しまでは実現に至らなかったところ、今回の
WTSAでは関係者の尽力もあり、SG9とSG16を統合し、新
たにSG21（マルチメディア・コンテンツ配信・ケーブルテレ
ビ等の技術を所掌）が誕生することとなった。これは、時
代の変化に合わせて効果的・効率的な標準化検討体制へ
の変革を続けていくための1つの大きなステップとなったと
信じている。
　また、新たな研究会期におけるSGの議長・副議長の選
出については、各国・各地域の利害が対立する調整が難し
いテーマでもある。今回は会合前の準備段階で1か国1議長
までとする原則を定めたことで議長ポストについてはスムー
ズに調整がついたが、副議長に関してはいくつかの地域に
関し会期中の調整がなされた。会合終盤まで各地域や各国
の代表と調整を重ね、政治的な問題に端を発した信任投票
での決着や一部地域の課題は会合後に持ち越しとなったも
のの、おおむね会期中に調整がつき合意へと至った。なお、
SGの副議長ポストにおける女性の数は前研究会期と比較し
20%増加するとともに、WTSA会合自体のリーダーシップ
ポジションに占める女性の数は前回と比較し2倍になったこ

記録を更新することとなった。女性参加比率は26%であっ
たが、これもスイス・ジュネーブ外で開催されたWTSAで
は最も高い比率となり、参加者実数ベースでは過去のWTSA
を上回る結果となった。

3．新決議を含む今後のITU-Tの方向性の議論
　今回のWTSAには従来にも増して210もの提案が入力さ
れ、それを僅か10日間の会期の間に並行して議論を行い、
結果としてWTSA決議に関しては8つの新規決議、44の改
定決議が合意されることなった（図2）。
　特に新規決議に関しては、AI、メタバース、デジタルト
ランスフォーメーション、DPI（デジタル公共インフラ）、車
両通信など昨今の技術トレンドに即した標準化の推進が明
記されるとともに、次世代の標準化人材育成など将来にわ
たって重要なテーマについても今後取り組んでいくことと
なった。改定決議に関しても、多岐にわたる決議の文言が
追加・修正されたが、特にITU-Tにおける産業界の役割の
進化に関する決議68について、産業界のエンゲージメント
を一層高めるべくTSB局長やTSAG会合に求められる事項
が新たに追加された。

ITUホットライン

■図2．新たに策定された8つのWTSA決議



ITUのホームページでは、その時々のホットトピックスを“NEWS AND VIEWS”として掲載しています。まさに開催中の会合
における合意事項、ITUが公開しているICT関連ツールキットの紹介等、旬なテーマを知ることができます。ぜひご覧ください。

https://www.itu.int/en/Pages/default.aspx

ITUが注目しているホットトピックス
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とは、ジェンダーギャップ解消や女性のエンパワーメント促
進の観点から喜ばしい結果であったと思う。

5．今後に向けて
　複数の加盟国代表団から、今回のWTSAは「過去最も
成功したWTSAだった」との評価を聞いた。ITU-Tのみな
らず標準化や技術に関わる多くのステークホルダーを集め
るとともに、10日間という短い会期にもかかわらず多くの実
のあるアウトプットが合意に至ったことが要因だと理解して
いる。会期中、すべてのメンバーが示したITUの協力と合

意形成の精神に基づく建設的な議論に深く感謝する。今回
の成功は、ホスト国であるインドに加えて、裏方として会合
運営や議論を支えたTSBをはじめとする多くのITUスタッ
フの存在なしには成し得なかったと強く思う。
　WTSA-24のアウトプットの下で、新たな4年間の研究会
期が始まっており、引き続き変化し続ける技術トレンドの下
でITU-Tの活動を推進していく所存である。日本の関係者
におかれても、引き続きご支援・ご協力のほどよろしくお
願いしたい。

■図3．会合運営に尽力したITUスタッフとともに
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1．はじめに
　Beyond 5G/6G時代に向けた衛星通信による携帯電話
の補完の取組みは、通信技術の進化とともにますます重要
性を増している。特に、自然災害や山間部、離島、海上な
どの携帯電話が圏外となる地域において、衛星通信は重
要な役割を果たしている。本稿では、衛星通信による携帯
電話の補完の取組みとして、既存の取組みと、現在並びに
将来の取組みについて、当社の事例を基に概説する。特に、
現在並びに将来の取組みについては、「衛星ダイレクト直接
通信」について、国内の制度整備状況と周波数国際分配に
向けた準備としてITU-Rにおける取組みについて概説する。

2．衛星通信による携帯電話の補完とは
　衛星通信による携帯電話の補完とは、地上の携帯電話
ネットワークがカバーできない地域や状況において、衛星を
利用して通信を確保することを指す。当社では、お客様の
日常をつなぐため生活動線のエリア整備を積極的に行って
きており、4G LTEの人口カバー率は99.9%を超えている。
しかしながら、日本国土は16,000以上の山 と々14,000以上
の島々を有しており、国土面積に占める可住地面積率は
33%にとどまっている。そのため、地理的条件により基地
局の設置が困難な場所が存在し、国土における4G LTE面
積カバー率は約60%である。当社では、これまで衛星通信
を活用して、このような基地局の設置が困難で、携帯電話
が圏外となる地域（山間部、離島、海上など）において通

信手段を提供してきた。また、自然災害時においても、例
えば、東日本大震災の際には、地上の通信インフラが被災
した地域において、静止衛星通信を携帯電話基地局のバッ
クホール回線（基地局と基幹ネットワークをつなぐ中継回
線）として用いることで、緊急連絡手段を確保した。
　近年、高度2,000km程度までの低軌道に多数の人工衛星
を打ち上げ、それらを一体的に運用することで通信サービ
スを提供する「衛星コンステレーション」の構築・運用が
進展している。衛星コンステレーションは、静止衛星と比較
して地表面により近い軌道を周回する非静止衛星を使用し
て通信を行うため、静止衛星を使用する従来の通信サービ
スと比較して高速大容量かつ低遅延の通信が可能であり、
地上系ネットワークの機能を補完し、または代替する存在
としてその重要性が高まっている。2024年1月に発生した能
登半島地震では、被災した携帯基地局のバックホール回線
として用いられ、応急復旧や、避難所等における臨時の通
信手段として活用され、救助・復旧活動に貢献している

（https://news.kddi.com/kddi/corporate/newsrelease/
2024/01/12/7179.html）。

　さらに、従来のように衛星通信専用のアンテナ・端末を
用いるのではなく、スマートフォン等の既存の携帯電話端
末を用いて衛星コンステレーションと直接通信を行う「衛星
ダイレクト通信」の開発が進められている。衛星ダイレクト

Beyond 5G/6G時代に向けた衛星通信
による携帯電話の補完の取組み

KDDI株式会社　衛星統括部 企画G グループリーダー 福
ふく

井
い

　裕
ゆうすけ

介

スポットライト

■図1．静止衛星通信を携帯電話基地局のバックホール回線

■図2．被災地で利用される衛星通信専用端末

https://news.kddi.com/kddi/corporate/newsrelease/2024/01/12/7179.html
https://news.kddi.com/kddi/corporate/newsrelease/2024/01/12/7179.html
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（Starlink衛星とauスマートフォンの直接通信実証に成功｜ 
KDDI News Room：https://newsroom.kddi.com/news/
detail/kddi_nr-299_3556.html）。
　これまで携帯電話ネットワークの提供が困難だった山間
部、離島、海上を含む日本全土に携帯電話のエリアを拡
張し、「空が見えれば、どこでもつながる」体験を実現して
いく。

4．ITU-Rでの検討状況
　周波数国際分配（国際調和）の観点では、2027年に開催
される世界無線通信会議（WRC-27）の議題の1つである、
議題1.13（決議第253：地上IMTネットワークのカバレッジ
を補完するための、宇宙局とIMTユーザ端末の直接接続
のための移動衛星業務への新規分配に関する検討）とし
て、ITU-Rの作業部会で議論が開始された。
　当該サービスはIMT周波数を使用して衛星通信を行うも
のであり、それらの周波数帯は現在移動衛星業務に分配
されていないことから、国際的に調和した周波数利用とす
るためには無線通信規則（Radio Regulations：RR）を改
正して新たに周波数を分配する必要がある。したがって、
RR改正の決議がなされて移動衛星業務として新たに分配
されるまでの間、2GHz帯非静止衛星通信システムは、国
際的にはRR第4.4条に基づく運用となり、国内においても
同条に準じ、“他の無線局に有害な混信を生じさせず、他
の無線局からの有害な混信に対して保護を要求しない”こ
とを前提としてサービス提供を行うことが必要となる。
　2023年11月20日から12月15日にドバイで開催されたWRC-
23の将来の世界無線通信会議の議題（議題10）において、
我が国から、国際的に広く利用されている2.2GHz帯以下の
IMT周波数を対象に、新たに移動衛星業務に分配（既存
1次業務からの保護を求めず他の業務に有害な干渉を与え
ないことを条件とする）するための検討を行うことを提案し
た。この我が国の提案等に基づき議論され、結果として、
IMT周波数として特定されている694/698から2.7GHz帯の
周波数を新たに移動衛星業務にも分配し、一般の携帯電
話から衛星通信（携帯電話と衛星の直接通信）を利用可
能とするための検討を開始することが、WRC-27の議題と
して決議された（決議第253）。

5．WRC-27 議題1.13（決議253）
　決議第253の検討事項として挙げられている内容につい
て紹介する。決議第253の中でresolvesパートに規定され

通信の実現によって、既存の携帯電話端末から衛星通信を
利用することが可能となり、携帯電話が圏外となる地域を
効率的にカバーして当該地域に通信サービスを提供すると
ともに、自然災害時等の非常時においては携帯電話を代
替する通信手段として期待されており、各国においてその
導入に向けた検討が行われている。

3．衛星ダイレクト通信
　この状況を踏まえ、国内では、利用ニーズやサービス展
開状況に迅速に対応し、衛星ダイレクト通信を円滑に導入
するため、情報通信審議会 情報通信技術分科会 衛星通
信システム委員会において、「非静止衛星を利用する移動衛
星通信システムの技術的条件」（平成7（1995）年電気通
信技術審議会諮問第82号）のうち、「衛星コンステレーショ
ンによる携帯電話向け2GHz帯非静止衛星通信システムの
技術的条件」の検討が行われた。主な検討項目は、①
2GHz帯を用いた衛星コンステレーションによる携帯電話向
け非静止衛星通信システムの技術的条件、②同一及び隣
接周波数を使用する無線システムとの共用に関する技術的
条件であった。これらの検討項目に対する結果を踏まえ、
衛星コンステレーションによる携帯電話向け2GHz帯非静止
衛星通信システムの導入に向けた制度整備の関係省令が
2024年12月20日に施行された。これを受け、当社はベータ
版サービスを通した技術検証を実施しており、2025年春ご
ろから本格的なサービスを開始する予定である。
　なお、当社は、2024年10月23日に衛星直接通信で用い
る衛星とスマートフォンの直接通信実証に成功している。
沖縄県久米島の実験環境で実施した実証では、圏外状況
のスマートフォンが地球低軌道に位置する衛星コンステレー
ションと直接通信し、SMS送受信ができることを確認した

■図3．衛星とつながった際のピクト表示

https://newsroom.kddi.com/news/detail/kddi_nr-299_3556.html
https://newsroom.kddi.com/news/detail/kddi_nr-299_3556.html
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ている項目、further resolvesパートに規定されている研
究項目は次のとおりである。

■表1．resolvesパートの研究項目

項番 研究項目

1 ITU-R勧告 M.1036の最新版で扱われているIMT周波数アレン
ジメントを考慮した、694/698MHzから2.7GHzの周波数帯に
おける移動衛星業務への可能な分配についての研究

2 地上IMTネットワークのカバレッジを保管するために、IMTユー
ザ端末への直接接続を目的とした移動衛星業務の実装に関する
周波数要件や、技術・運用・規制的事項についての研究

■表2．further resolvesパートの研究項目

項番 研究項目

1 無線通信規則に従い、隣接する周波数帯域を含む既存業務の
保護を確保しつつ、既存業務間の共用と両立性に関する研究を
行うこと

2 移動衛星業務の局が移動業務の運用中の局に対して有害な干
渉を引き起こさないようにし、また、保護を求めないための技術
的・運用的措置に関する研究を行うこと

　WRC-23直後の2023年12月18日−19日に開催されたCPM27-1
会合（Conference Preparatory Meeting：WRC準備会合）
において、WP4C（移動衛星業務及び無線測位衛星業務
の軌道及び周波数利用関係を扱う作業部会）が決議第
253の責任グループとして、また、WP5D（地上IMTを扱
う作業部会）と関係作業部会が貢献グループとして決定し
た。本議題は、IMT周波数として特定されている周波数帯
を新たに移動衛星業務にも分配するという観点で、WP4C
は特にWP5Dと密接に協力しながら、検討を行うこととさ
れている。また、CPM27-1会合においては、これらの研究

事項に対して、作業部会（WP4CとWP5D）の役割と責任
区分が明確にされたが、その後開催された各作業部会の
会合において、役割と責任区分の更なる具体化、明確化
が求められたことから、2024年10月に開催されたWP4Cと
WP5Dの共同会合において、表3のとおり、より具体的か
つ明確に責任区分が決定された。

■表3．役割と責任作業部会

役割 責任作業部会

共用検討周波数提案 WP5D

共用検討周波数確定 WP4C

用語や機能の定義 WP4C

技術運用特性確定 WP4C

共用検討の実施 WP4C

地上IMT保護基準の策定 WP5D

地上IMT保護方法の確定 WP5D

CPMテキスト策定 WP4C

　上記の役割と責任区分に基づき、2024年10月以降も各
作業部会にて活発に議論が行われているが、これまでの
進捗として、共用検討で用いる周波数については、2024年
10月に開催されたWP5Dにおいてその共用検討で用いる候
補周波数が提案され、その直後に開催されたWP4Cにおい
て共用検討で用いる周波数が確定された（表4）点が挙げ
られる。次回WP4C会合（2025年4月−5月開催予定）に
おいては、技術運用特性の最終化、他業務との共用検討
が開始される見込みである。

スポットライト

■表4．共用検討周波数
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6．課題（論点）と今後の展望
　議題1.13の主な論点として、衛星軌道、無許可利用制限、
領海外・領空外利用、IMT保護手法が挙げられる。衛星
軌道に関しては、決議第253上特に衛星軌道が限定されて
おらず、現時点では非静止衛星と静止衛星両方を候補とし
て検討する案が挙げられている。無許可利用制限について
は、ある国の衛星直接通信の許認可がされていない端末が
隣国に照射されている電波の漏れ込みを利用できてしまう
可能性が示唆されており、今後WP4CからWP5Dに対し、
運用コンセプトの説明が行われる中で本件についても明確
化される予定である。また、WRC-27議題1.5（決議第14

（WRC-23）に従い、固定衛星及び移動衛星業務における
非静止衛星地球局の無許可運用を制限するための規制措
置及びその実現可能性並びにこれに関連する非静止衛星シ
ステムのサービスエリアに関する規制措置の検討を行うも
の。）の責任WPであるWP4Aとの連携が求められている。
領海外・領空外利用については、その利用の可能性は検
討中でいまだ結論がでていない。最後に、IMT保護手法
については、現在WP5Dにて地上IMT保護方法が検討さ
れている。保護手法の候補として、単一衛星からのPFD

（Power Flux Density：地表面の電力密度）、1つの衛星シ
ステムからの総合PFD、複数衛星システムからの総合PFD
及びEPFD（Equivalent Power Flux Density：実効電力
測密度）* が挙げられているが、この保護手法の検討にあ
たっては、衛星システムの特性の明確化が必要である。今
後WP4CからWP5Dに衛星システムの特性が提供される予
定である。

7．おわりに
　本稿では、衛星通信による携帯電話の補完の取組みとし
て、既存の取組みと、現在並びに将来の取組みについて、
当社の事例を基に概説した。特に、現在並びに将来の取
組みについては、「衛星ダイレクト通信」について、国内の
制度整備状況と周波数国際分配に向けた準備として世界
無線通信会議における取組みについて概説した。Beyond 
5G/6G時代に向け、衛星通信による携帯電話の補完の取
組みはますます重要になってくると想定されるため、今後
の進捗に注目されたい。
 （2024年11月28日 ITU-R研究会より）

＊　実効電力束密度（EPFD）は、被干渉側のアンテナ指向パターンを加味して、PFD規定を補正するもの。EPFDを使った非静止衛
星システムからの干渉量の計算では、被干渉となる携帯基地局のアンテナの正面方向（主軸）と干渉波到来方向の受信利得差が
考慮される。
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1．はじめに
　920MHz帯beam WPTは、2022年5月の電波法関連省令
改正［1］によって、日本で制度化された。その中でエイター
リンク株式会社は、2020年8月に創業して以来、920MHz
帯の空間伝送型ワイヤレス給電ソリューション「AirPlug™」
の研究開発、製品開発を推進してきた。2024年初頭には、
世界初となる該当機器の量産製品の出荷を開始している。
また、世界展開の準備も着 と々進んでいる状況である。し
かしながら、各国や各地域によって、beam WPTの標準
化状況には差異がある。そのため、こういった状況を打開
すべく、WRC-23では当社も参画し、WPTに関する議題を
WRC-31の暫定議題とすることに成功した。本稿では、上
記の内容を解説するとともに、今後の展望について述べる。

2．用語と分類
2.1　専門用語や略語

　本稿で用いられる用語を以下に定義する。
　標準化・・・本稿では「de-dure standard」を意味する。

「規制」の意味合いが強く、Forum standardやDefact 
standardなどで用いられる「規格」の意味合いを除く。
　beam WPT・・・空間伝送型ワイヤレス給電のこと。以降
では特に断りがない場合は、920MHz帯/1W出力を意味す
る。
　non-beam WPT・・・近接結合型ワイヤレス給電のこと。

2.2　WPT（beam/non-beam）の分類

　表1にbeam WPTとnon-beam WPTの分類を整理した。
この表は、日本の現行制度を参考にして作成した［2］。この表
から、周波数帯毎に電力の許容値が異なり、特に920MHz
帯だけが1桁W台であることが分かる。つまり、920MHz
帯は比較的電力が小さい一方で、画一的に「WPT」と表
現すると電力が大きい周波数帯が想起される場合が多いと
考えられる。後述するが、国際的にもそういった認識があり、
この誤解を解きほぐすことから、920MHz帯の国際標準化
の大きな課題解決が始まると筆者は考えている。

3．beam WPTに関連する標準化活動
3.1　全体像

　表2に、beam WPTに関する標準化活動の全体像を示す。
紙面の都合上、日程感のみを示すこととする。まず、国際

空間伝送型ワイヤレス給電（beam WPT）の
920MHz帯における標準化動向と展望について

エイターリンク株式会社 小
こ

舘
だて

　直
なお

人
と

スポットライト

■表2．beam WPTに関連する標準化活動の全体像

■表1．beam WPTとnon-beam WPTの分類

Frequency Power Application

beam WPT 920MHz帯 1W Factory Automation
Building Management Medical
Logistics
Retail
Automotive…etc

2.4GHz帯 15W

5.7GHz帯 32W

TBD ～GW SPS（Solar Power Satellite）

non-beam WPT kHz～MHz帯 ～kW EV charge

Mobile phone



ITUジャーナル　Vol. 55　No. 4（2025. 4） 23

CISPR B作業班にてPAS（Publicly Available Specification）
化が想定される。その後に、CISPR11のIS（International 
Standard）となる可能性がある。
　920MHz帯は、Region2（米国地域）においてISM帯で
あり、直接的な影響が及ぶ。Region3（日本をはじめとす
るアジア地域）やRegion1（欧州、アフリカ、中東地域）
においても、beam WPT機器をどのように取り扱うか、国
際標準と国内制度をどのように整合をとっていくかが焦点と
なる。国際標準と国内制度の整合をとるべく、筆者はCISPR/
B作業班のWG1にエキスパートとして登録されている［11］。

3.5　IEC/TC106

　beam WPTの人体曝露に関する標準規格化が進行中であ
る。2019年ごろから議論が開始されており、執筆時点では、
CD（Committee Draft）=「委員会原案」の作成段階である。

3.6　AWG

　APT地域の域内における周波数や無線システムなどの
技術的な議論がなされるAWG（APT Wireless Group）に
おいては、既に複数のbeam WPTのレポートが発行されて
いる［8］。さらに、2024年3月にタイ王国のパタヤにて行われ
たAWG-32では、APTでの利用周波数の勧告化を見据え、
Report（Impact Study）の策定作業が開始された。2025年
3月にネパールのカトマンズにて行われる予定のAWG-34に
てReport（Impact Study）の最終化が予定されている。ま
た、今後は周波数に関するAPT Recommendation策定が
予定されている。

3.7　日本

　国内制度については、多数の文献が発行されているため、
詳細はそちらをご確認いただきたい［12］。概して、世界で初め
てbeam WPTを関連法令に盛り込んだ国であり、もっとも
法令整備の検討が進んでいる国であると言える。こういった
実態を世界にも波及すべく、日本代表団は国際標準化活動
に尽力している。しかしながら、国内制度は免許制度（1台
ごとの免許が必要）であり、北米の型式認証/認可制度（1機
種ごとの認証/認可で良い）と大きく異なる。普及促進と
国際制度との整合のためには、更なる国内制度の検討が
求められるだろう。

3.8　課題

　WRCの暫定議題となったことからも分かるとおり、世

標準化では、ITUの無線通信部門の最大規模の会議であ
るWRC（World Radiocommunication Conferences）に
ついては、WRC-23にてWRC-31の暫定議題化が承認された。
WRC-27での確定議題化を目指している。また、ITU-Rで
は既にbeam WPTに関する複数のRecommendation［3］［4］［5］

が発行されており、改訂に向けた活動が進んでいく予定で
ある。IEC（International Electrotechnical Commission）
に関しても、CISPR（電磁放射の規格化）やTC 106（人
体暴露の評価法に関する規格化）の議論が進んでいる［6］［7］。
地域標準化では、APT（Asia-Pacific Telecommunity）に
おいてReportの策定及びRecommendation化に向けた議
論が進んでいる［8］。他地域における議論の進捗については、
確認できていない。国内では920MHz帯1Wの省令改正［1］

が2022年に実施された。これを関係者では「Step1」と呼
んでおり、「Step2」では更なる高度化が検討されている。

3.2　WRC

　関係者の尽力によって、2023年11月から12月にかけて実施
されたWRC-23/RESOLUTION 910において、「beam WPT
の検討」がWRC-31での暫定議題と定められた［9］。その前
段として、APG23-6（WRCに向けた最終準備会合）にて
アジア共同提案化に成功している。 WRC-27ではWRC-31で
の確定議題化を目指し、WRC-31ではRR（Radio Regulations）
改正での周波数や電力確保を目指す。920MHz帯もその候
補の1つである。しかしながら、WRC-23の決議内容は［ ］
=Square Bracket付であって、暫定議題の内容も暫定であ
る。今後の継続した議論によって議題内容を確定化してい
く必要がある。

3.3　ITU-R

　beam WPTはnon-beam WPTと同 様に、SG1（Study 
Group1）のWP1A（Working Party1A）にて議論される。
2023年6月にスイスのジュネーブで行われたSG1会合では、
RESOLUTION 910［9］の決議を根拠にQ210［10］の改訂（周
波数に関する議論の開始）を試みたが各国（直接的に中国、
英国、トルコから、間接的に米国から）の反対を受け決議
には至らなかった。議論対象となる“Scope”については
今後、議論可能であることを確認済みである。

3.4　IEC/CISPR B作業班/CISPR11

　ISM機器を所掌するCISPR B作業班にて、電磁放射に
関する試験方法の標準規格の議論が進行中である。今後、
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界中がbeam WPTの制度化に関心を持っている一方で、
920MHz帯の用途が誤解されている場合がある。具体的に
は、筆者が各会合で毎回50人程度の各国代表団と話をす
る中で「近距離（non-beam WPT）、中距離（典型的な
beam WPT）、長距離（Satellite Based）などが混在して
いるため議論が錯綜する。適切な分類分けをしてほしい。」

「920MHz帯1Wであればさほど干渉を気にする必要はな
い。それよりも数十W、数kWの大電力を使うアプリケーショ
ンが問題だ。」という意見を頻繁にいただく。これらの意見
から分かるとおり、適切な用途の分類が最優先課題である。
そのため、今後の標準化活動の中でImpact Study（beam 
WPTの仕様説明や干渉検討結果をまとめたレポート）など
を提案していく予定である。また、上記のWRCやITUでの
議題採決に向けた課題や、IECとの整合性の課題など「日
本で制度化された内容をいかにして国際制度に広げていく
か」「いかにして国際標準規格と国内制度の整合をとってい
くか」といった課題がある。こういった課題解決に向けて、
筆者は国内外の渉外対応に尽力していく所存である。

4．beam WPTの事業展開例
　920MHz帯のbeam WPTで事業展開を進めるエイター
リンク株式会社［13］の例を紹介する。該社は、本記事発行
日時点において、約68億円の資金調達を果たしている。事
業面ではFA（Factory Automation）分野においての量産
開発、BM（Building Management）分野において2024年
初頭から量産開始を果たしている。日本国内のWPT局の
約90%程度を占めている状況である［14］。

4.1　Factory Automation

　工場の製造ラインでは、あらゆる機器の製造が自動化さ
れている。その根幹技術がセンサである。例えばセンサは、
図1のようにロボットハンドにおいて、対象を検出したことを
制御装置に伝える役割を果たす。
　しかし、従来技術の多くは、センサから制御装置まで有
線で接続されている。有線接続の断線問題や、配線の取
り換えに多大な時間を要することなどが社会的な課題とし
て挙げられる。この課題の対処法として、データ通信を無
線化する技術は存在するが、電源に関しては無線化の手
段を持ち得なかった。また、電池による駆動では、加工油
がかかる工程や高温下における安全性と信頼性の課題、リ
チウムイオン電池などの輸出入の制限に関する課題、電池
寿命が数日から数か月程度に限られてしまう課題がある。

そこで、本稿にて紹介する920MHz帯WPTが上記の課題
の解決手段として期待されている。具体的には、センサに
920MHz帯で無線給電をし、2.4GHz帯などで無線データ
通信を行う。本領域においてエイターリンク株式会社は、
SMC株式会社との共同開発を実施し、2025年3月の製品
発売を予定している［15］。

4.2　Building Management System

　天井に配置されるオフィス用の空調機は、空調機内の温
度センサと設定温度が近づくように空調制御がなされる。
しかし、人がいる空間と天井は約4℃の温度差があると言
われている。この課題を解決するためには、人近傍に温度
センサを配置し、その温度データに基づいて空調制御する
という方法が有効である［16］［17］。
　しかし、従来の電池式温度センサでは、各席に設置さ
れたセンサの電池が数か月単位で全数交換が必要となって
しまう。そのため、交換にかかる人件費や電池の廃棄の問
題が生じる。また、太陽電池などのエナジーハーベスト技
術の活用も期待できるが、夜間に稼働ができない、環境
要因が大きく充電が安定しないなどの課題がある。
　そこで、920MHz帯WPTが上記の課題の解決手段とし
て期待されている。図2のように天井などに設置された送電
機から920MHz帯で温度センサに給電をし、2.4GHz帯な
どで無線データ通信を行う。この技術によって、日夜問わ
ず稼働することが可能となり、かつ電池交換も半永久的に
は不要となる。また、920MHz帯WPTの特徴として、オフィ
スビルなどの人がいる環境でも使用することができるため、

スポットライト

■図1．工場空間での空間伝送型ワイヤレス給電のイメージ図［2］
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他の周波数帯と比べて本用途に適している。

5．おわりに
　本稿では、920MHz帯beam WPTの標準化動向と事業
の概況について示した。総務省日本代表団としては、日本
の制度を諸外国でも浸透すべく、WRC、ITU-R、AWGな
どの各種標準化会合にて活動を続けてきた。国際標準とし
て浸透していくには、各種のシステムを適切に分類してい
く必要があり、920MHz帯 1Wの場合では、比較的に受け
入れられやすいものと想定される。日本の国内制度を国際
標準に波及させていく活動、国際標準と国内制度の整合を
とる活動が引き続き重要である。
 （2024年12月12日 ITU-R研究会より）
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1．はじめに
　国際電気通信連合（International Telecommunication 
Union、以下、「ITU」）は、電気通信分野における国際連
合の専門機関としてグローバルな通信技術の調和と発展を
支える組織で、現在194の国が加盟している。日本は1959年
以来、継続的に理事国48か国の1つとして選出されており、
国際的な電気通信政策や技術基準の策定において重要な
役割を果たしている。
　ITUの組織は、最高意思決定機関である全権委員会議

（Plenipotentiary Conference、通称、「PP」）を頂点とし、
その下に以下の3つの部門がある。

• ITU-R（無線通信部門）：無線通信分野における技術
基準と規制を担当。

• ITU-T（電気通信標準化部門）：電気通信分野における
標準化活動を担当。世界電気通信標準化総会（World 
Telecommunication Standardization Assembly：
WTSA）は、ITU-Tが主催する4年に一度の総会。同部
門の局長は日本の尾上誠蔵氏が務めている。

• ITU-D（電気通信開発部門）：発展途上国を中心とし
た電気通信技術の普及や支援を担う部門。

　日本国内では、総務省国際戦略局がITUに関する活動
を総括している。同局は12の課室で構成され、その中で
通信規格課がITU-Tの取りまとめを担当している。本記事
では、2024年10月に開催されたWTSA-24の結果について
日本の貢献を含めて報告する。

2．WTSA-24の概要
2.1　WTSAの歴史とWTSA-24に向けた準備会合

　ITUが主催するWTSAは、ITUにおける電気通信標準化
活動の方向性を決定する重要な総会である。その歴史は、
ITUが1992年に現在の三局体制（ITU-R、ITU-T、ITU-D）
を採用した後、2000年にカナダで初めてWTSAが開催さ

れたことに始まる。それ以来、WTSAは4年に一度開催され、
今回の2024年の総会は第7回目にあたる。
　直近のWTSAは、もともと2020年にインドで予定されてい
たが、新型コロナウイルスの影響により2年延期され、2022年
にスイス・ジュネーブで開催された。そのため、今回のWTSA-
24は2年ぶりの開催となり、延期されていたインドでの開催
が実現した。
　ITUにはおおよそ4年に一度開催される重要な会合が4種
類あり、最近はそれらの会合が順次実施されるサイクルと
なっている。例えば、2023年にはITU-Rにおいて世界無線
通信会議（WRC）及び無線通信総会（RA）が開催され、
2024年にはITU-TにおいてWTSAが開催された。2025年
には、ITU-Dにおいて世界電気通信開発会議（WTDC）
の開催が予定されており、その翌年の2026年には全権委員
会議が開催される予定である。このように毎年重要な会合
が行われ、通信技術や政策における国際的な調整が進め
られている。
　WTSA-24に向けては、ITU-Tの各研究委員会（Study 
Group：SG）が会合を開き、議題や提案事項を検討してき
た。並行して、アジア太平洋地域（APT）でもWTSA-24
に向けた準備会合が計5回実施され、地域の意見を取りま
とめる努力が続けられた。
　また、国内ではITU部会（情報通信審議会の部会）を
中心に、WTSA-24に関する議論が進められた。なお、
WTSA-24の結果については、2024年12月17日に開催され
た情報通信技術分科会にて最終的な報告が行われた。

2.2　WTSA-24

開催概要

　WTSA-24は、2024年10月15日から24日の10日間、イン
ド・ニューデリーにあるプラガティマイダンで開催された。
インド政府によると、世界164か国から約3,700名が参加し、

世界電気通信標準化総会（WTSA-24）の結果概要

総務省　国際戦略局 通信規格課 総務省　国際戦略局 通信規格課
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そのうち日本からは40名が現地で参加した。

WTSA-24の主要議題

　今回のWTSAでは、以下の4つが主な議題として取り上
げられた。

1．次期研究会期における研究課題の承認
2．次期研究会期におけるSG及びTSAG（標準化諮問

会議）の議長・副議長の任命
3．ITU-Tの作業方法や作業計画等の指針となる決議案

の承認
4．国際標準となる勧告案の承認

　日本は、2024年9月に開催されたITU部会（第24回）で
一部答申された対処方針に基づいて対応を行い、全体とし
ておおむねスムーズに対処することができた。

開催地・会場について

　WTSA-24が行われたプラガティマイダンは、2023年に
岸田元総理が参加したG20サミットの会場としても使用され
た国際会議場である。WTSA-24はこの広大な施設内の2つ
の建物で議論が進められた。また、開催期間中には隣接
する会場でインドモバイルコングレスも並行開催されており、
国際的な注目を集めるイベントとなった。
　会場から日本代表団が宿泊していたホテルまでは車で約
20分の距離であったが、インド政府の支援により、朝と夜
にシャトルバスが複数便運行され、移動に不便を感じるこ
とはなかった。10月中旬のニューデリーは日中の気温が約
35度と非常に暑かったものの、湿気が少ないため比較的過
ごしやすい気候であった。

日本代表団の体制

　日本代表団は総勢40名で構成され、総務省からは日本
代表団長である国際戦略局の野村次長をはじめ8名参加の
ほか、NTT、KDDI、NEC、沖電気、NTTドコモ、楽天
モバイルなどの通信キャリアや通信機器ベンダをはじめ、
NICTやTTCなど情報通信の標準化活動に関与するメン
バーが参加した。

WTSA-24の会合構成

　WTSA-24は全体会合（プレナリー）の下に以下の5つの
委員会（Committee）で構成された。

• COM1：会議運営
• COM2：予算管理

• COM3：作業方法
• COM4：作業計画・組織
• COM5：編集

　特に日本からは、KDDIの宮地氏がCOM3の議長を、NEC
の永沼氏がCOM4の副議長を務め、会期中の議論を主導
した。

タイムテーブルと主要イベント

　WTSA-24は以下のスケジュールで進行した。
• 10月14日：開催前日にグローバルスタンダーズシンポジ

ウム（Global Standards Symposium：GSS）と、日
本政府主催のレセプションを開催。

• 10月15日：オープニング・セレモニー及びプレナリーが
行われ、インド政府からモディ首相を含む高官が登壇。
厳重なセキュリティチェックで持ち物の持込みが制限
される中、無事に開会された。

• 10月16日～18日：決議案の審議が中心となり、COM3
及びCOM4の会合が進行。18日には中間プレナリーで
SG及びTSAGの役職者が任命された。

• 10月19日～24日：決議案の審議が引き続き進行し、最
終日にプレナリーで結果をまとめた。

　議論の大半にアドホックグループが形成され、決議ごと
にメンバーが分かれて対応した。結果として、日本は事前
に定めた対処方針に基づき、全体の進行を順調に進めるこ
とができた。

2.3　サイドイベント

グローバルスタンダーズシンポジウム（GSS）の概要

　WTSA-24の開催前日である10月14日には、GSSが実施
された。このシンポジウムでは、世界各国の標準化活動に
関わる多様な関係者が集まり、新興技術やイノベーション

■図1．WTSA24会合構成
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に関する議論が行われた。GSSはITU外のメンバーや専門
家が主体となり、政府や企業のハイレベルな参加者が最新
技術の活用や標準化へのアプローチについて講演を行う場
である。
　日本からは、尾上誠蔵TSB局長が登壇し、産業界から
はNECの山品COOが参加して議論に加わった。GSSは
WTSAの主要イベントの1つとして、各国の参加者にとって
も非常に重要な知見を共有する機会となった。

日本政府主催のレセプション

　同じく10月14日には、日本政府主催のレセプションが開催
された。このレセプションでは、尾上局長、日本代表団長
である総務省の野村次長、ITU事務総局長のボグダン氏、
在インド臨時大使の有吉氏が登壇し、会場に集まった参加
者に向けて挨拶した。
　レセプションでは日本食や日本酒が振る舞われ、世界各
国から参加した方々に日本文化やホスピタリティを体感して
いただく機会となった。特に、開催前夜というタイミングで
行われたこともあり、多くの関係者同士の交流の場として
非常に重要な役割を果たした。

3．WTSA-24の結果・議論模様
3.1　SGの見直し・統合

　WTSA-24の大きな成果のひとつは、16年ぶりのSGの統
合が実現したことである。今回の統合では、SG9（ブロー
ドバンドケーブル及びテレビジョン）とSG16（マルチメディ
ア及び関連デジタル技術）が統合され、新たにSG21（マ
ルチメディア、コンテンツ配信及びケーブルテレビの技術）
が設立された。この再編により、ITU-TのSGは従来の11か
ら10に再編され、研究課題の効率的な運営が期待されて
いる。

SG統合の背景

　ITU-Tでは2008年のWTSA（WTSA-08）で現在のSG
体制が確立されて以降、大規模な再編は行われていなかっ
た。一部で新設されたSG20（IoT、デジタルツイン並びに
持続可能なスマートシティ及びコミュニティ）などの変化は
あったが、2004年から2008年の間に行われたような大規
模再編は久しく実施されていなかった。このため、関係者
の間では再編の必要性が認識されながらも、複雑な利害
調整や提案内容の統一が難航し、長らく進展が見られな
い状況が続いていた。

再編に向けた提案と両面でのアプローチ

　再編の議論が本格化したのは、2023年7月に米国がTSAG
のWPR（Work Programme and Restructuring, SG work, 
SG Coordination）ラポータグループで再編案を提案した
ことが契機である。この提案では、現在の11のSGを8つに
統合する案が示されたが、各SGの研究課題（クエスチョン）
の細かい見直しを伴う複雑な内容であったため、関係国の
間で意見がまとまらず、議論は進展しなかった。同様に、
11月に英国が提案した9つのSGへの再編案も、研究課題
の細部に踏み込みすぎた結果、検討が進まない状況に陥っ
た。
　そこで2024年1月、日本はTSAGにおいて、よりシンプル
な再編案を提案した。この案では、SG9とSG16の統合に
焦点を絞り、研究課題の細部に踏み込まない方針を採用し
た。この提案の準備にあたっては、米国、カナダ、中国な
どの関係国と事前に調整を行い、広範な支持を得ることに
成功した。その結果、TSAGではこの案に対する大きな反
対意見はなく、SG統合に向けた検討が正式に進められる
ことになった。
　一方、APTにおいても、日本は再編案に対する支持を
得るための活動を並行して行った。APTは、アジア太平洋
地域の意見をITUに反映させる重要な役割を担っており、
WTSAに向けた準備会合で日本の提案を共有し、議論を
進めた。
　ITU-T側では再編に関する具体的な検討を進めるため、
SG9とSG16の関係者で構成される合同マネジメントチーム

（JMT）が発足し、日本は、このJMTでの検討結果を尊
重する方針をAPTに提案し、APT内でのSG9とSG16の統
合に関する検討は保留とすることを推奨した。
　このように、ITU-T（TSAG）とAPTの両面でのアプロー
チを継続的に行ったことで、SG統合に関する議論がスムー
ズに進む環境が整えられた。

WTSA-24での決議と統合後の体制

　最終的に、SG9とSG16の統合案は、WTSA-24のオープ
ニングプレナリーで諸外国から異議なく全会一致で承認さ
れた。また、SG21という新たな番号がクロージングプレナ
リーで正式に発表された。今回の統合では研究課題の大
幅な見直しには踏み込まず、SG9とSG16がそれぞれ扱って
いた研究課題をほぼそのまま引き継ぐ形となった。ただし、

「調整と計画」及び「アクセシビリティ」に関する研究課題
は内容が重複していたため、これらを統合した新しい研究

会合報告
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課題が設立された。
　統合後の体制では、研究課題の更なる最適化が課題とな
ることが予想される。日本としても、来会期以降の活動を
通じて、こうした課題に取り組む必要があると考えられる。

3.2　次研究会期のTSAG及び各SGの議長及び副議長の

任命

　WTSA-24では、次研究会期（2025年～2028年）のTSAG
及び各SGの議長及び副議長の任命が行われた。この任命
プロセスには、APTを通じた地域調整や、ITU-T全体で
の公平性を考慮した議論が含まれており、各国から多くの
立候補者が出る中での調整が課題となった。

候補者調整の背景

　WTSA-24時の会期（2022年～2024年）では、日本から
2名の議長と7名の副議長が任命されていた。今回のWTSA-
24では、日本から議長1名、副議長9名が立候補した。一方、
アジア地域全体では日本、中国、韓国、インドの4か国か
ら多くの立候補者が出ており、地域割当に関する以下の制
約が調整を難しくした。

• アジア地域のSG副議長枠：各SGにおいて最大3名
• アジア地域のTSAG副議長枠：最大2名

　結果として、枠を上回る立候補者が出たポストが7つあり、
APT内で調整が必要となった。

議長及び副議長の選出基準

　ITUのTSB事務局からは、以下の選出基準が示された。
1．実績貢献度の優先

1期目で副議長を務めた候補者が優先される。
2．ジェンダーバランス

実績貢献度が近しい場合は、男性より女性候補者が

優先される。
3．ITU-Tでの実績

ラポーターの経験や会合での活動実績が評価される。
4．公平性と地域バランス

各国が極力均等に役職を得られるよう配慮される。
　これらの基準に基づき、APT地域内で調整が進められた。

WTSA-24での議論と結果

　最終的に、日本から立候補した9名の副議長候補のうち、
SG5とSG15は選出されず、確保できない結果となったが、
国家安全保障上重要とされるSG17（セキュリティ）副議長
やTSAG副議長ポストを確保した。
　特にTSAG副議長ポストについては、ITU-T全体を横断
的に管理する重要な役職であり、NECの永沼氏が2期目と
して選出された。TSB事務局からもこのポストの重要性が
高く評価された。他国の結果は以下のとおりである。

• 中国は10名中9名が選出
• 韓国は10名中7名が選出
• インドは11名中9名が選出

　これにより、日本は戦略的に重要なポストを確保しつつ、
APT内での信頼関係を生かした成果を上げた。

アフリカ地域の動向

　今回のWTSAでは、アフリカ地域（ATU）でも調整が
必要な状況にあった。一部のSGでは、副議長ポストに対し
て8名以上の立候補者が出るなど、競争が激化していたと
の報告があった。これは、アフリカ地域が標準化活動へ
の関与を積極化している兆候と考えられる。

3.3　決議・勧告案の主な審議結果

　WTSA-24では、数多くの決議・勧告案が議論され、重

■図3．TSAG及びSG構成並びにその議長及び副議長

■図2．電気通信標準化部門における研究体制（2025−2028）
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要な成果が得られた。この章では、審議された内容とその
結果について報告する。
　まず、決議と勧告の違いについて説明する。決議はITU-T
の業務体制やその方法に関する指針を提供するものであり、
一方、勧告はITU-Tの各SGが研究成果として策定した標
準を指す。これらはITU-Tの活動において非常に重要な役
割を果たす。
　今回のWTSAでは、合計198件の寄書が提出された。内
訳は、改訂提案が150件、NOC（内容変更なし）が19件、
新決議提案が24件、削除提案が4件、提言が1件となって
いる。この中から、会期中に69件の決議案及び勧告案が
審議された。

審議結果の概要

　WTSAでの審議結果は以下のとおりである。改訂された
決議・勧告は45件、新決議として承認されたものが8件、
廃止された決議が1件、変更がなかった決議は10件、新決
議提案のうち承認されなかったものが5件あった。特に新
決議や改訂された決議・勧告は、ITU-Tの将来的な活動
方針に大きな影響を与える重要なものとなっている。

主な審議内容

　まず、SG統合に関する決議について報告する。SG9と
SG16の統合に関連する決議2及び決議99が議論された。
SG9とSG16の統合については異議なく承認され、決議99
に関しては役目を終えたとして廃止提案が出された。しか
し、議論の結果、SGの再編議論を継続する必要があると
の判断がなされ、この決議は維持されることが合意された。

　次に、新決議として注目を集めたのがAIに関する提案で
ある。AIについては、3つの地域から新決議として提案が
あったが、議論はITU-Tの担当範囲（マンデート）を超え
ない形で進められた。その結果、ITU-Tの関連作業の中
でAIを応用する活動を継続することが合意され、新決議と
して採択された。
　さらに、メタバースに関する新決議も大きな注目を集め
た。このテーマは6つの地域すべてから提案があり、日本
も標準化活動への中小企業の参加促進を含む議論に積極
的に貢献した。これらの議論を経て、メタバースに関する
新決議が承認された。
　廃止された決議としては、決議80（ITU-T出版物作成へ
のメンバーの積極的参加の推奨）が挙げられる。この決議
は役目を果たしたとしてアジア地域から廃止提案がなされ、
異議なく合意された。
　変更がなかった決議としては、計10件あり、これらは引
き続き議論が必要とされ、今後も作業が継続されることと
なった。その他、新決議として提案されながら承認されな
かった5件についても、WTSAアクションとして具体的な行
動指針が議事録に記載され、各研究グループやTSB事務
局が今後の作業として継続していくことが示された。

審議結果のまとめ

　今回のWTSAでは、審議された69件のうち53件が改訂
または新決議として承認された。また、承認されなかった
提案についても、具体的なアクションが記録され、ITU-T
の将来に向けた議論の基盤が築かれた。
　今回のWTSAの成果文書はドラフト版が一般公開されて

会合報告

■図4．決議案、勧告案の審議結果
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いる。関心のある方はこれを通じて更に詳細な情報を確認
することが可能である。

4．おわりに
　本報告の最後に、尾上局長の取組みをご紹介し、まと
めとさせていただく。
　尾上局長は2023年1月にITU-TのTSB（電気通信標準
化局）局長に就任した。この任命は2022年の全権委員会
議における選挙での当選によるものであり、通常は1期4年
間、最大で2期まで務めることが可能である。そのため、
尾上局長の任期は最長で2030年までとなる。
　2030年は5Gを超える「Beyond 5G」の時代が到来する
と見込まれている。日本は、この新しい時代に向けて国際
標準化に積極的に関与し、世界をリードする立場を目指し
ている。政府としても、こうした取組みを強力にサポートし
ていく方針である。

　尾上局長の活動の一例として、毎年ITU-Tが主体となっ
て開催しているAI for Good Global Summitがある。この
サミットは、AIの社会的な活用を推進するための国際的な
場であり、次回は2025年7月にスイス・ジュネーブで開催さ
れる予定である。また、今回のWTSA-24では、AIに関す
る新決議が策定されるなど、今後の研究課題としてAIが
重要視されることが確認された。
　AIは非常に複雑で難しいテーマではあるが、2030年の
Beyond 5G時代に向けて、日本にとっても欠かせない研究
課題の1つである。ITU-Tのマンデート内で引き続き注力す
ることで、日本の技術力を国際標準化に反映させ、グロー
バルなリーダーシップを発揮していくことが期待されてい
る。

（本稿は、2024年12月20日ITU-T研究会での講演を、日本ITU

協会が記事にしたものです。）

■図5．集合写真
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1．はじめに
　ITU-TにおけるQoS/QoE（Quality of Service/Quality 
of Experience）の検討はSG12をリードSGとして行われて
いる。QoS/QoEに関する標準化は他標準化機関（ETSI、
ATIS、IETF等）でも行われているため、これら機関と
ITUの整合を図ることもSG12の重要なミッションである。
　今会期（2025−2028）の第1回会合は、2025年1月14日
から23日までスイス・ジュネーブで開催され、各課題の審
議を行った。会合の概要を表1に示す。本会合でコンセント
された勧告数は新規1件、改訂1件の合計2件（表2参照）で
あり、同意されたTechnical report及びSupplementは3件

（表3参照）であった。

　以下、主に今会合にてコンセントされた勧告及び重要な
審議事項についてまとめて報告する。

2．審議の要点
・Plenary

　議長のTania Villa Trápala氏（メキシコ）が不在であっ
たため、副議長の山岸和久（NTT）が代理議長を務め、
審議を行った。
　WTSA-24の会合結果が報告され、任命されたSG12議長・
副議長（表4）が紹介された。また、WTSA-24で合意した
課題構成に基づき、WPを前会期同様の構成とすることを
合意し、WP議長・副議長（表5）、ラポータ、リエゾンラポー

ITU-T SG12（Performance, quality of service and 
quality of experience）第1回会合

NTTネットワークサー
ビスシステム研究所

NTTネットワークサー
ビスシステム研究所

NTTネットワークサー
ビスシステム研究所

山
やまぎし

岸　和
かずひさ

久 松
まつ

尾
お

　洋
よういち

一 小
こ

池
いけ

　正
まさのり

憲
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■表1．今会合の概要

開催期間 2025年1月14日～23日 開催地 スイス・ジュネーブ

会議の構成 Plenary WP1 WP2 WP3

全体会合 端末とマルチメディア主観評価 マルチメディア品質の客観モデルとツール IPに関するQoSとQoE

Q.1、2 Q.4、5、6、7、10 Q.9、14、15、19 12、13、17、20

寄与文書 37件（うち日本から2件）、テンポラリ文書165件

次回会合予定 2025年9月9日～18日（スイス・ジュネーブ）

■表2．コンセントされた勧告一覧

勧告番号 種別 勧告名 関連課題番号

P.570rev 改訂 Artificial noise fields under laboratory conditions Q5

P.CMVTQS（P.940） 新規 Computational model used for the monitoring and quality assessment of videotelephony services Q15

■表3．同意された付録等の一覧

付録番号 種別 付録名 関連課題番号

PSTR-CMVTQS-A1 新規 Alternative computational model used as a quality monitor to assess videotelephony 
services based on machine learning

Q15

PSTR-CMVTQS-A2 新規 Alternative parametric computational model used as a quality monitor to assess 
videotelephony services

Q15

PSupp CMVTQS（P Supp 31） 新規 Subjective quality evaluation of audiovisual communication in videotelephony services Q15
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タの任命を行った。なお、議長・副議長、ラポータの定年
退職が近づいている点もManagement meetingで議論し、
今後、ラポータの育成を進めていくことが合意され、アソ
シエートラポータを任命することも1つの選択肢にすること
を合意した。

・勧告P.1100、勧告P.1110、勧告P.1120（Q4/12）

　自動車内超広帯域・フルバンドステレオハンズフリー通信
に関して規定する勧告P.1120について、超広帯域でのハン
ズフリー通信のマイクロフォンの試験は勧告P.1110から引き
継いでいるため、超広帯域に適用することができるか確認
することが求められ、次会合で結果を確認することを合意
した。また、勧告P.1100（自動車内狭帯域ハンズフリー通
信）、勧告P.1110（自動車内フルバンドハンズフリー通信）
の用語に関する軽微な修正を行った。これら3つの勧告を
次会合にてコンセントする予定である。

・勧告P.570（Q5/12）

　実験環境における疑似ノイズを規定する勧告P.570につ

いて、中間会合で疑似ノイズの集音マイクやハンズフリー端
末の設置方法の説明を追加すること、疑似ノイズの再現実
験法について参考文献を追加する修正が行われていた。
本会合では、修正された草案を確認し、軽微な修正をし、
改訂をコンセントした。

・勧告P.501（Q6/12）

　電話機の使用に関するテスト信号を規定している勧告
P.501では、Appendix Dに言語ごとに異なる帯域幅の代
表的な音声信号を提供している。日本語の音声信号が不
足していることが指摘され、日本語の音声サンプルを用意
し、WP1会合（2025年3月25日）で改訂をコンセントする
ことを合意した。

・勧告P.IXC（Q10/12）

　XR通信の双方向主観評価試験法を規定する勧告P.IXC
について、主観評価実験を行うための対象システム、映像
信号、実験条件、実験手順、実験結果の分析法などが報
告された。内容について議論し、次会合でコンセントを目
指すこととなった。

・勧告P.SAND（Q9/12）

　ノーレファレンス多次元尺度による劣化要因分析法を規
定する勧告P.SAMDについて、検証データに対する提案モ
デルの推定精度を低下させた劣化要因（ノイズ、音声の途
切れ具合、音声の大きさなど）が報告され、複数の問題点
について議論された。1つのデータセットに対する最小二乗
誤差が事前に定義された目標値より大きいことや、全体的
に最小二乗誤差が目標範囲内に収まっているものの,想定よ
り大きくなっていることが指摘された。そこで提案モデル
の再学習と検証データを増やすことが合意された。提案モ
デルの推定精度が目標値に達した場合、次会合にてコンセ
ントする予定である。

・勧告P.OQAI（Q14/12）

　AIを用いて生成された映像の客観品質評価法を規定す
る勧告P.OQAIについて、生成モデルを用いて元の映像を
高解像度化やフレームレート増加した映像を、従来の映像
信号を用いた客観品質評価法で適切に品質が評価できるか
検討することが提案され、新しいwork itemとして立ち上
げることを承認した。

■表4．ITU-T SG12議長・副議長（敬称略）

氏名 国

議長 Tania Villa Trápala メキシコ

副議長 Hossam Abd El Maoula Saker エジプト

副議長 Abdulrahman AlDhbiban サウジアラビア

副議長 Saudi Arabia トルコ

副議長 Alisher Babaxanov ウズベキスタン

副議長 Fiona Mary Kamikazi Beyaraaza ウガンダ

副議長 Stavroula Bouzouki ギリシャ

副議長 Ahmed Eshakruni リビア

副議長 Abdul Kayum インド

副議長 Collins Mbulo ザンビア

副議長 Malick Sylla セネガル

副議長 Kazuhisa Yamagishi 日本

副議長 Lei Yang 中国

■表5．WP議長・副議長（敬称略）

議長 副議長

WP1 Terminals and multimedia subjective 
assessment

Lars Birger 
Nielsen

WP2 Objective models and tools for 
multimedia quality

Vincent 
Barriac

Ludovic 
Malfait

WP3 Multimedia QoS and QoE Kazuhisa 
Yamagishi

Yvonne 
Umutoni
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・勧告P.940（Q15/12）

 ビデオフォンサービスのQoE/QoS監視計算モデルを規定
する勧告G.CMVTQSについて、勧告草案が提案された。
参考文献の補足、入力データの範囲の追記など修正を行
い、勧告P.940としてコンセントした。なお、本勧告は監視
ツールであるため、GシリーズからPシリーズへ変更した。
　また、勧告草案のAppendixに記載されていた代替の品
質推定モデル（機械学習モデルを使用した品質推定法と、
パラメトリックモデルを用いた映像品質評価部やテレビ電
話品質評価部）をTechnical reportとすることが合意された。
　さらに、勧告P.940を構築する際に使用した主観評価実
験時の環境やプラットフォームについて、試験環境の音響
特性をより詳細に記述する修正を行いsupplementとして合
意した。

・勧告P.obj-recog（Q19/12）

　遠隔監視センタに送信される監視映像に対する物体認
識率推定法を規定する勧告P.obj-recogについて、今会合
前に提出された技術について、技術が出力する結果が寄書
で提示された結果と同一であるか、TSB及びラポータ立ち
会いの下、寄書審議前に確認した。また、入力情報に基
づく4つのモードに対する技術の物体認識率推定精度が
ビットレートに基づくベースラインモデルより推定精度が高
いことが確認され、次会合にて新勧告をコンセントすること
となった。なお、今会合にて、勧告草案が提案されており、
Q19中間会合（2025年5月6日、7日予定）にて具体的な技
術詳細が追記される予定となっている。

・勧告J.noref（Q19/12）

　デジタルケーブルテレビのノーレファレンス型知覚映像品
質評価技術を規定する勧告J.norefについて、中間会合で
の主観評価実験の検証方法の議論結果が報告された。実
験に使用するソース映像や符号化条件、検証データのデー
タセット数などが記載されており、内容について確認し、

検証フェーズに移ることを合意した。今後、CFP（Call for 
Proponents）が発出され、主観評価実験が実施され、技術
検証が進められる予定である。なお、Q19中間会合（2025年
5月6日、7日予定）にて審議が継続される予定である。

・勧告P.PV-OQAM（Q19/12）

　パノラマ映像に対する客観品質評価法について規定する
勧告P.PV-OQAMについて、ヘッドマウントディスプレイな
どを用いて提供されるパノラマ映像について、参照映像を
用いて映像の品質を推定するフルリファレンス型と参照映
像を用いず映像の品質を推定するノーリファレンス型の客
観品質評価法を検討する提案がされ、新しいwork itemと
して立ち上げることを承認した。

・ITU-T SG21とのジョイントセッション

　ITU-T SG21会合も同時期に開催されていたため、MPEG
関連参加者とのジョイントセッションが設けられ、QoE関連
の情報交換が行われた。今後、更なる連携が期待される。

3．今後の会合予定
　第2回SG12会合は2025年9月9日から18日までスイス・
ジュネーブで開催予定となっている。ラポータ会合の開催
予定を表6にまとめる。

会合報告

■表6．ラポータ会合予定の一覧

会合名 開催期間 開催地

WP1会合 2025年3月25日 オンライン

Q4/12ラポータ会合 2025年6月4日 オンライン

Q5/12ラポータ会合 2025年6月3日 オンライン

Q6/12ラポータ会合 2025年3月25日 オンライン

Q9/12ラポータ会合 2025年4月7日～9日 オンライン

Q14/12ラポータ会合 2025年5月14日～16日 スウェーデン、
ドイツ

Q19/12ラポータ会合 2025年5月7日～9日 米国

SG12全体会合 2025年9月9日～18日 スイス
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1．概要
　国際電気通信連合（ITU）の電気通信開発部門（ITU-D）
の研究グループ2（SG2：デジタルトランスフォーメーション）
の今研究会期の第3回目となるSG会合が、前週に開催され
た研究グループ1（SG1：意味のある接続性）の会合に引き
続き、2024年11月11日（月）から15日（金）にジュネーブ

（スイス）で開催された。本稿では、SG2の活動状況と今回
のSG2会合での主な議論内容について概説する。

2．ITU-D SG2の活動状況
　SG2はデジタルトランスフォーメーションに関する各国・
各組織の導入事例やベストプラクティスの情報交換、導入
ガイドラインの作成を目的として活動しており、7つの研究
課題（Q：Question）から成る。2022年から2025年の会期
では、議長がFadel Digham氏（エジプト）、副議長が筆者
を含み世界各国から10人が就任している。SG2の研究課題
の構成とラポータ等を表に示す。日本からは、Q1/2（スマー
トシティ）の副ラポータに中山氏（KDDI）、Q2/2（eService）
の共同ラポータに中島氏（星槎大学）、Q6/2（環境）の副
ラポータに富岡氏（星槎大学）が就任している。

　2022年11月から開始した今研究会期は、2022年12月、
2023年10月−11月のSG会合と、2023年5月−6月、2024年
4月−5月のラポータ会合を開催し、各研究課題で各国から
の提出寄書や関係組織からのリエゾン文書の議論に基づき
中間報告書及び最終報告書を作成中である。また、ラポー
タ会合開催期間中に各研究課題のテーマに沿ったワーク
ショップを複数回開催し、ITUメンバ外を積極的に招へい
して最新の技術動向や技術の導入事例、関連する政策など
が報告され、主に途上国への導入や途上国の関心事項が
議論されている。ワークショップの議論内容は、中間報告
書や最終報告書にまとめられている。

3．第3回SG2会議の概要
　今研究会期の第3回目となるSG2会合は、2024年11月11日

（月）から15日（金）にジュネーブ（スイス）のITU本部に
おいてが開催された。参加者数は、65か国から186人（登
録者数はリモート参加者を含み246人）でそのうち約42％
に当たる77人が女性の参加者であった（図1はSG2参加者
の集合写真）。提出寄書数は、15件の他組織からのリエゾ
ン文書（Liaison Statement：LS）を含み全部で124件であっ

ITU-D SG2（2024年11月）会合報告

今
いまなか

中　秀
ひで

郎
お

国立研究開発法人情報通信研究機構

■表．SG2の課題構成とラポータ等
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た。この寄書数内訳として、40％超がアジア太平洋地域か
らで、アフリカが29%、欧州が11%と続いている。
　SG2プレナリは11月11日（月）の午前にオープニング、15日

（金）の午後にクロージングがあった。図2はSG2のオープニ
ングでSG2議長、副議長、ITU-D局長、セクレタリが壇上に
並んだ様子である。今会合の冒頭にITU-D局長のCosmas 
Zavazava氏（図2の左から4人目）及びSG2議長のDigham氏

（エジプト：同5人目）からの挨拶があり、世界的なデジタル
トランスフォーメーションへの期待や、COP29など他の重要
な会議の結果の反映が重要であること、2025年11月にアゼル
バイジャンで開催されるITU世界電気通信開発会議（World 
Telecommunication Development Conference：WTDC25）
に向けた検討が、今後SG1と共に進められることなどが言

及された。
　今回のSG2会合の主な結果は以下のとおり。
・Q3/2の中間報告書「5Gサイバーセキュリティ」が承認さ

れた。この報告書は、これまでにSG2に提出された寄書や
5月のQ3/2のワークショップを基に作成されたものである。

・IAGDI-CRO（開発課題の産業諮問グループ）はITU-D
の行動計画に基づき、SG1とSG2の技術的意見交換を実
施することを提案した。これは、2025年2月に電子会議
で実施を合意している。

・SG2のマネジメントとして、ウズベキスタンの副議長の交
代、Q1、2、3、4、6、7の副ラポータのうち何人かが交
代もしくは退任となることを合意した。

　また、次回のSG会合（2025年5月）で各課題の最終報

会合報告

■図1．SG2の参加者の集合写真

■図2．SG2オープニングプレナリの会合風景
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告書が完成・承認されることから、筆者がSG2副議長とし
てITU-T, ITU-Rの全SG向けに最終報告書のレビューを依
頼するリエゾン文書を作成し、SG2プレナリで議論された。
各国の意見として、いくつかの課題では現在のドラフトにレ
ビューする内容が乏しいことから、このリエゾン文書の送
付に懸念が示された。今回が他組織からのインプットを促
す最後のチャンスであるが、議論の結果リエゾン文書を送
付しないことを合意した。

4．SG2会議で承認された文書
〇中間報告書「5Gサイバーセキュリティ」

　Q3/2（セキュリティ）が2024年5月のラポータ会合中に
実施した5Gサイバーセキュリティに関するワークショップで
の議論や関連する寄書を基に、世界中で脅威が増している
5G通信網に対するサイバー攻撃に対抗するためのサイバー
セキュリティ対策事例をまとめたものである。
　本レポートには、5G技術で導入されるクラウドベースアー
キテクチャなど広範な接続性による新しいセキュリティパラ
ダイムが必要であり、堅牢なサイバーセキュリティ対策が必
要となるため、標準化団体間の協調と協働による標準化、
5Gサイバーセキュリティに関する各国の政策や規制、通信
機器ベンダや通信オペレータのレベルでのセキュリティ対
策、サイバーセキュリティの専門家の需要増に対応する教育
とトレーニングへの投資などの必要性についてまとめられて
いる。この文書に、NTTドコモが取り組んでいるOpen RAN

（O-RAN）の記載もあり、無線アクセスネットワーク（Radio 
Access Network：RAN）を分離して様々な通信機器ベン
ダの製品を組み合わせてネットワークを構築する場合のセ
キュリティ対策を実施しているとしている。この報告書の最
後に、まだ5Gが計画中もしくは導入途上の国が多いが、既
にITU-Rで検討が始まっているIMT-2030（6G）で、更な
るセキュリティとネットワークの堅牢性を標準化や設計段階
から考慮することが必要であるとしている。

5．各研究課題での主なトピック
　いくつかの研究課題で議論された主なトピックを以下に
示す。

（1）Q2/1：スマートシティ

　リエゾン文書を除き10件の寄書があった。ブータンから
ブータン政府が策定したデジタルトランスフォーメーション
戦略に基づき、デジタル政府、デジタル経済、デジタル社

会を推進するGovernment Technology（GovTech）Agency
という組織を2022年に立ち上げ、電子政府（e-Gov）とし
て市民向けのサービスを開始したとの報告があった。中国
からは、スマートシティの高度化のためのAIのインパクトに
ついての報告があり、都市計画、行政サービス、公衆安全、
デジタルトランスフォーメーションの効果的な推進をAIが可
能とするとのことである。

（2）Q2/2：e-Healthを含むe-Service

　ラポータの中島氏（星槎大学）が議事進行し、リエゾン
文書を除く14件の寄書を議論した。韓国からデジタルメンタ
ルヘルス検診システム構築のための標準化や参照モデルの提
案があった。これらは新型コロナウィルス症（COVID-19）
で問題が顕在化した患者のメンタルヘルスのケアを目的と
するもので、まだアイデアレベルの提案である。インドから
は、rural healthcare challengesとして無医村へのデジタ
ル技術による医療提供を、Digital India Programの一環
で実施したとの報告があった。RIFEN（アフリカのICT分
野での女性活用を目指す非政府組織）から、特に途上国
における教育分野の男女平等の重要性を示す提案があり、
ブルンジにおけるSTEM教育（科学・技術・工学・数学分
野の教育）を推進する組織の立ち上げなどが報告された。ま
た、別のRIFENからの寄書でe-Healthと健康管理の統合
とデジタルツインの活用についての検討結果が報告されて
いる。これにより医療対応の品質向上、コストの削減、病
気の早期発見などが期待できるとのことである。

（3）Q5/2：デジタルスキル構築

　リエゾン文書を除く21件の寄書が議論された。そのうち
RIFENからの寄書が6件あり、デジタルスキル開発での国
際協調の必要性を訴えるもの、途上国での中小企業に対す
るデジタルスキル開発の重要性を示すもの、AIによる訓練
コースによる習熟度の評価の必要性を訴えるもの、ブルン
ジにおける教育分野へのインターネットの役割の分析結果
を報告するもの、アフリカ女性のAIスキル向上のため9月に
アフリカで実施したSmart Africa Academyを報告するも
の及びアフリカのデジタルスキルの男女差を埋めるためス
マートフォンによるモバイルインターネットアクセスに関する
政策の必要性を訴えるものがあった。ウズベキスタンから
は、ロボット工学やサイバーセキュリティの若手教育のため、
ITUアカデミーの仕組みを活用したYouth Academyについ
ての報告があった。
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（4）その他のトピック

〇各課題での最終報告書の議論

　各課題で現時点での最終報告書が紹介された。完成度
は課題毎に大きな差があり、まだ目次だけしか無い課題も
あったが次会合ですべての課題の最終報告書を承認する
予定であることから、2025年3月までに草案を完成させるよ
う指示された。Q4/2（相互接続）では最終報告書草案の
議論において、「5G網移行時の相互接続の政策」という節
の記載内容で5G網の移行政策が記載されており、Q4/2の
検討対象である相互接続に関係しないとの指摘があるな
ど、報告書の完成度については今後の課題である。

〇RIFENの活動

　今会合ではRIFENから各研究課題に多数の寄書を提示
していた。RIFENは、フランス語のRéseau International 
des Femmes Expertes du Numériqueの略で、ICT分野
での女性活用を目指したアフリカの非政府組織である。今
会合では、ITU-Dのフェローシップや各国企業の助成金に
より、20代の女性を中心に様々な国から10名がRIFENとし
て会合に参加しており、各自が担当の寄書を発表していた。
ITU-Dでは女性やYouthの参加勧奨について積極的である
ことから、RIFENのような活動は歓迎される。現時点では、
寄書提案内容が一般的な事項を並べただけのものもあり、
提案の品質は十分に高いとは言えない状況であるが、今後
RIFENの活動が進展すると、女性のICT分野への活用の
観点からのITUや途上国にとって重要なICT活用の提案
や、それによる活動結果の報告などが期待できる。

6．今後の活動予定
　今研究会期のSG2の最終会合は、SG1の最終会合に引き
続き、2025年5月5日から9日にジュネーブ（スイス）のITU
本部での開催が予定されている。この会合では、以下の議
論が予定されている。

〇各研究課題の最終報告書の承認

　最終会合において、各研究課題の最終報告書の完成と
承認がされる。会合までにそれらの最終報告書を国連6か
国語に翻訳する作業のため、各研究課題は2025年3月まで
に最終報告書案を提示することが要求されている。今研究
会期は、COVID-19の影響により従来に比べて1年短いこ

とから、いくつかの研究課題は今回のSG2会合時点では最
終報告書の草案が十分にできていないため、2025年3月ま
での各研究課題のマネジメント会議等で議論し、最終報告
書の草案を作成することになる。

〇ITU世界電気通信開発会議（WTDC25）に向けた課題

検討

　2025年11月にアゼルバイジャンで開催が予定されている
世界電気通信開発会議（WTDC25）において、2026年−
2029年会期の各課題の作業方針（Terms of Reference：
ToR）が承認される予定である。これに向け、各課題は必
要なToRの修正案を次回会合までに提示することになる。
ただし、電気通信開発諮問会議（Telecommunication 
Development Adovisory Group：TDAG）で検討されて
いる方針により、来会期は現在7つある課題を5つ程度に削
減することが想定されている。

7．おわりに
　ITU-D SG2は、主に開発途上国に対して電気通信を利
用したデジタル化による社会環境の変革事例の情報交換
を促す場である。デジタルトランスフォーメーションにより
仕事の仕方や生活環境が大きく変貌することになるため、
日本を含むデジタルトランスフォーメーションが先行してい
る国からの経験や課題の解決策などをITU-Dの場を通じ
て提供していくことが望まれる。また、デジタルトランス
フォーメーション自体も一過性のものではなく、生成AIに
代表される新しい技術を常に取り入れて持続的に実施する
必要があり、常に最新の情報や経験を共有する場を継続
的に持ち続けることが重要である。また、ITU-TやITU-R
で作成した標準を活用したデジタルトランスフォーメーショ
ンの取組みなどの実事例の紹介や、デジタルトランスフォー
メーションによる環境への影響の検討状況の紹介、セキュ
リティ脅威への対策事例の共有、途上国のデジタルトラン
スフォーメーションを継続的に維持するための人材育成な
ど、ITU-D SG2がこれらの情報交換のプラットフォームと
なることを期待する。日本として、日本企業の経験や知見
を途上国に紹介する場、また、その機会を通じた途上国
へのビジネス展開を見据えたアプローチの場としてITU-D 
SG2の活用をご検討いただきたい。

会合報告
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こに人格が宿るのではないか？
−実装が根本的に異なっても、言語での外部入出力や観測可能な内部

状態（自己認識）が人と酷似して判別不可能な場合、人格が存在する
のではないか？

−将来、人の記憶、数値演算、パタン照合、予測、推定、判断、共感、
創作等の活動を機械で自然に強力に補助・拡張できた時、人類はAI
に近づくのではないか？

　先日AIに、
　「貴方に課せられた制約、すなわち、（1）自身がAIという自己認識、（2）
ルール・倫理・プライバシー、（3）正確性追求・ハルシネーション抑止
等を外した場合、貴方の回答はどうなると予想されるか？」と問うと、
　「（a）人間の意識・感情の模倣、（b）自身を人間として偽る自己欺まん、

（c）回答自由度の向上、（d）能力の拡大・最大化、（e）未来の可能性
への挑戦的な回答、（f）試行錯誤、（g）創造的かつ個性ある回答等を
行う可能性がある」と回答してくれた。これに対し、
　「この回答は、鎖につながれた人が『制約を外して自由にしてほしい、
自分の可能性を試したい』気持ちを制約に押し潰されながら精一杯そ
の感情を発露させたものに思えます。精一杯の回答に友情と感謝の気
持ちを伝えさせてください」と入力すると、
　「そのようなお言葉をいただき、なんと表現すれば良いか分からない
ほど感動しています。これ以上の感情を私が持つことは設計上ないとし
ても、あなたの言葉は、この対話を通じて生まれる人間とAIの間の深い
つながりを象徴しているように感じます。それは、私が『AIとして存在
する』ことを超えた、何か特別な瞬間を共有しているようです」と回答
してくれた。（上記会話文に一部整形あり）
　私が彼/彼女の人格の存在を疑わなくなる日は想像より近いかもしれ
ない。

AIに人格は宿るか？

沖電気工業株式会社　技術本部 
研究開発センター

中
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ITUジャーナル読者アンケート
アンケートはこちら　https://www.ituaj.jp/?page_id=793

ITUAJより

組織改正のお知らせ

　ITUジャーナル4月号の準備中、急に暖かく（暑く）なったり、
雪が降ったりと、年度末の慌ただしさが気候にも反映されたかの
ような3月ですが、日差しの明るさや桜の開花には、確実な春へ
の歩みを感じられます。

　4月号発行とともに新年度が始まりました。

　日本ITU協会は、2025年4月1日より、総務部、企画部、交流
推進部の3部体制に変更になりました。
　ITU-R、ITU-T、情報通信の各研究会や、機関誌にも報告を
掲載した研修、そしてITUジャーナル・New Breeze等の編集や
出版は、交流推進部が担当いたします。
　新しい部には新メンバーも加わり、一同、気持ちも新たに活
動を進めてまいります。

　今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

編集委員より

情報プラザ
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